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1. 評価の概要 

(1) はじめに 

東海第二発電所の重大事故等対策の有効性評価において，原子炉格納容

器の評価温度及び圧力をそれぞれ 200℃，2Pd（0.62MPa[gage]，Pd：最高

使用圧力（0.31MPa[gage]））としていることから，以下にその根拠と妥当

性を示す。 

 

(2) 原子炉格納容器の概要 

東海第二発電所の原子炉格納容器は，鋼製円錐フラスタム形のドライウ

ェル，鋼製円筒形のサプレッション・チェンバから構成される，Mark-Ⅱ型

鋼製格納容器である。 

原子炉格納容器の耐圧機能及び気密機能は，設計基準事故時の環境条件

に基づき設計しており，最高使用温度はドライウェル 171℃，サプレッシ

ョン・チェンバ 104.5℃，最高使用圧力は 0.31MPa[gage]である。 

建設時の工事計画認可申請（以下「既工認」という。）において，最高使

用温度，圧力を用いた強度評価を行い，設計基準事故時において構造が健

全であることを確認している。 

 

(3) 限界温度・圧力の設定 

原子炉格納容器の評価温度及び圧力については，重大事故等時におい

て，原子炉格納容器の機能である放射性物質の閉じ込め機能を確保でき

るものとする。 

原子炉格納容器の限界温度・圧力は，下記の既往研究で得られた知見

に加え，重大事故等対策の有効性評価における事故シナリオを考慮し実

施した試験等による原子炉格納容器の破損・漏えい限界に対し，余裕を
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考慮した値として 200℃，2Pd を設定している。 

 

【既往研究】 

a.  財団法人 原子力発電技術機構「重要構造物安全評価（原子炉

格納容器信頼性実証事業）に関する総括報告書（平成 15 年 3 月）」

（以下「ＮＵＰＥＣ試験」という。） 

b.  電力共同研究「格納容器電気ペネトレーションの特性確認試験

（昭和 62 年度）」（以下「電気ペネ共研」という。） 

 

上記の既往研究では，事故時の放射性物質の閉じ込め機能確保の観点

から，「構造健全性」「シール部の機能維持」に着目した破損モードを抽

出し，評価対象部位を選定して健全性評価をしており，200℃，2Pd に対

して，原子炉格納容器の健全性が確保される知見を得ている。 

具体的には，既往研究「a. ＮＵＰＥＣ試験」では，鋼製格納容器ハ

ッチ部のボルト締付部について，ハッチ部のシール機能喪失挙動の把握

及び機能喪失に関する裕度を確認するため，実機ハッチ部分を模擬した

ハッチモデル試験を行っている。また，電気配線貫通部モジュールを対

象として，200℃，0.8MPa における気密性の確認と漏えいが発生する温

度・圧力条件の確認試験を行っている。 

既往研究「b. 電気ペネ共研」では，電気配線貫通部モジュールにつ

いて，実機の電気配線貫通部の構造を反映した試験体を用い，ＬＯＣＡ

時の圧力，温度条件を超える条件下で気密性能について検証を行い，シ

ール部の健全性確認を行っている。 
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(4) 評価内容及び評価結果の概要 

以下 a.～d.に評価内容及び評価結果の概要を示す。 

なお，評価内容及び評価結果の詳細については別紙に示す。 

 

a. 評価対象 

重大事故等時に放射性物質の閉じ込め機能を確保するためには，200℃，

2Pd の環境下における原子炉格納容器本体等の構造健全性を確認する必要

がある。また，福島第一原子力発電所事故において，原子炉格納容器から

の漏えい要因の一つとして推定されている開口部等のシール部についても，

200℃，2Pd の環境下での機能維持を確認する必要がある。 

このことから，原子炉格納容器本体に加えて，開口部及び貫通部の構成

品，また，ガスケットの劣化及びシート部の開口に伴いリークパスになる

可能性があるシール部について評価する。 

評価対象となる原子炉格納容器バウンダリ構成部を以下に示す。また，

バウンダリ構成部の概要図を第 1 図に示す。 

 

① 原子炉格納容器本体 

② トップヘッドフランジ 

③ 機器搬入用ハッチ 

④ サプレッション・チェンバアクセスハッチ 

⑤ 所員用エアロック 

⑥ 配管貫通部 

・接続配管 

・スリーブ 

・平板類※，セーフエンド，伸縮継手 

※：平板，穴あき平板，フランジ，ボルト締め平板，フルードヘッド 
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⑦ 電気配線貫通部 

・アダプタ，ヘッダ，モジュール 

⑧ 原子炉格納容器隔離弁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 1 図 原子炉格納容器バウンダリ構成部の概要図 

④ サプレッション・チェンバ
アクセスハッチ

① 原子炉格納容器本体
（トップヘッド）

① 原子炉格納容器本体
（サプレッション・チェンバ）

② トップヘッドフランジ

⑤ 所員用エアロック

⑥ 配管貫通部⑦ 電気配線貫通部

③ 機器搬入用ハッチ

⑧ 原子炉格納容器隔離弁

： 原子炉格納容器バウンダリ

①原子炉格納容器本体
（ ドライウェル）
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b. 機能喪失要因 

原子炉格納容器バウンダリ構成部の重大事故時における放射性物質の閉

じ込め機能喪失の要因（以下「機能喪失要因」という。）として，原子炉格

納容器内の温度，圧力条件や原子炉格納容器本体の変形から，第 1 表に示

す機能喪失要因が想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 1 表 評価対象における機能喪失要因 

評価対象 
機能喪失要因 

構造部 シール部 

①原子炉格納容器本体 

（トップヘッド，ドライウェ

ル，サプレッション・チェンバ）

一般構造部 延性破壊 － 

構造不連続部 延性破壊 － 

②トップヘッドフランジ フランジ部 延性破壊 開口，シール材劣化

③機器搬入用ハッチ 

円筒胴 延性破壊 － 

鏡板 延性破壊 － 

フランジ部 延性破壊 開口，シール材劣化

④サプレッション・チェンバ

アクセスハッチ 

円筒胴 延性破壊 － 

鏡板 延性破壊 － 

フランジ部 延性破壊 開口，シール材劣化

⑤所員用エアロック 

円筒胴，隔壁 延性破壊 － 

扉板 － 開口，シール材劣化

シール部（扉以外） － シール材劣化 

⑥配管貫通部 

接続配管 延性破壊 － 

スリーブ 

（本体・取付部） 
延性破壊 － 

平板類 延性破壊 開口，シール材劣化

セーフエンド 延性破壊 － 

伸縮継手 疲労破壊 － 

⑦電気配線貫通部 

アダプタ 延性破壊 － 

ヘッダ 延性破壊 － 

モジュール － シール材劣化 

⑧原子炉格納容器隔離弁 
耐圧部（弁箱） 延性破壊 － 

シール部 － シール材劣化 
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c. 評価方法 

各評価対象に対し放射性物質の閉じ込め機能を確保できる判断基準を設

定し，以下の(a)～(c)のいずれかの方法により評価し，200℃，2Pd の環境

下での構造健全性及びシール部の機能維持を確認する。 

(a) 「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追

補版含む。））ＪＳＭＥ S NC1-2005／2007）」（以下「設計・建設規

格」という。）又は既工認等に準拠した評価 

(b) 設計・建設規格の準用等による評価 

(c) 既往研究又は解析結果等を活用した評価 

 

評価方法による評価対象の分類を第 2 図及び第 2 表に示す。 
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第 2 図 評価方法による評価対象の分類 

 

評価象機器の選定 

・原子炉格納容器本体 
 一般構造部，構造不連続部 
・トップヘッドフランジ 
 フランジ部 
・機器搬入用ハッチ 
 円筒胴，鏡板，フランジ部 
・サプレッション・チェンバアクセスハッチ 
 円筒胴，鏡板，フランジ部 
・所員用エアロック 
 円筒胴，隔壁，扉板，シール部 
・配管貫通部 
 接続配管，スリーブ，平板類，セーフエンド，伸縮継手 
・電気配線貫通部 
 アダプタ，ヘッダ，モジュール 
・原子炉格納容器隔離弁 
 耐圧部（弁箱），シール部 

既往研究又は解析結果等を活用した評
価で確認 

第 2 表の評価方法(a)参照 

シール部（試験結果等を用いた評価） 

第 2 表の評価方法(b)参照 

機能喪失要因の抽出と評価方法の設定 

設計・建設規格又は既
工事計画認可申請書等
に準拠した評価で確認
できる 

設計・建設規格の準用等による評価で確認

構造部（規格を用いた評価） 

Yes 

第 2 表の評価方法(c)参照 

No 
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第 2 表 評価対象の分類及び評価内容（1／2） 

評価対象 
想定される 

機能喪失要因 
評価方法

※１ 
評価方法の概要 判定基準 

原
子
炉 

格
納
容
器
本
体 

一般構造部，構造
不連続部 

延性破壊 
(一般構造部) 

(b) 原子炉格納容器本体の一般構造部について，設計・建設規格の評価式を準用し，200℃にお
ける 2/3Su 値が発生するときの許容圧力を算出（簡易手法）。※２ 

0.62MPa[gage] (2Pd)以上 
0.62MPa[gage] (2Pd)+SA 時

の水頭圧以上 

(b) 既工認の評価値を準用し，2/3Su 値（200℃）に相当する許容応力を評価。 許容応力以下 

延性破壊 
(構造不連続部) 

(b) 既工認の評価値を準用し，Su 値（200℃）に相当する許容応力を評価。 
（原子炉格納容器基部について，念のため疲労累積係数を評価。） 

許容応力以下 
(疲労累積係数 1 以下) 

ハ
ッ
チ
類 

トップヘッドフラ

ンジ 

延性破壊 

（フランジ，ボルト）

(a) フランジについて，設計・建設規格の評価式に準拠し，200℃，2Pd における応力を評価。

締付けボルトについて，既工事計画認可申請書で実績のある評価に基づき発生応力を評価。

許容応力以下 

開口，高温劣化 

（シール部） 

(c) 有限要素法を用いた弾塑性解析結果による開口量評価及びガスケットの試験結果に基づき

評価を実施。 

シール部が健全であること

機器搬入用ハッチ 延性破壊 
(円筒胴，鏡板，フラン
ジ，ボルト) 

(b) 既工認の評価値を準用し，Su 値（200℃）に相当する許容応力を評価。 許容応力以下 

(b) 円筒胴及び鏡板について，設計・建設規格の評価式を準用し，2/3Su 値（200℃）に相当す

る許容圧力を評価。※２ 

0.62MPa[gage] (2Pd)以上 

(a) 締付けボルトについて，既工事計画認可申請書で実績のある評価に基づき発生応力を評価。 許容応力以下 

開口，高温劣化 

（シール部） 

(c) 有限要素法を用いた弾塑性解析結果による開口量評価及びガスケットの試験結果に基づき

評価を実施。 

シール部が健全であること

サプレッション・
チェンバアクセス
ハッチ 

延性破壊 
(円筒胴，鏡板，フラン
ジ，ボルト) 

(b) 既工認の評価値を準用し，Su 値（200℃）に相当する許容応力を評価。 許容応力以下 

(b) 円筒胴及び鏡板について，設計・建設規格の評価式を準用し，2/3Su 値（200℃）に相当す

る許容圧力を評価。※２ 

0.62MPa[gage] (2Pd) +SA 時

の水頭圧以上 

(a) 締付けボルトについて，既工事計画認可申請書で実績のある評価に基づき発生応力を評価。 許容応力以下 

開口，高温劣化 

（シール部） 

(c) 有限要素法を用いた弾塑性解析結果による開口量評価及びガスケットの試験結果に基づき

評価を実施。 

シール部が健全であること

所員用エアロック 延性破壊 
(円筒胴) 

(b) 設計・建設規格の評価式を準用し，2/3Su 値（200℃）に相当する許容圧力を評価。※２ 0.62MPa[gage] (2Pd)以上 

延性破壊 
(隔壁) 

(b) 既工認の評価値を準用し，Su 値（200℃）に相当する許容応力を評価。 許容応力以下 

開口，高温劣化 
(扉板シール部) 

(b) 機械工学便覧のはりのたわみ計算式を用いた開口量評価及びガスケットの試験結果に基づ
き評価を実施。 

シール部が健全であること

開口，高温劣化 
(その他シール部) 

(c) シール材について，ガスケットの試験結果及び材料特性により耐性を評価。 シール部が健全であること
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第 2 表 評価対象の分類及び評価内容（2／2） 

評価対象 
想定される 

機能喪失要因 

評価 

方法※1 評価方法の概要 判定基準 

配
管
貫

通
部 

接続配管 延性破壊 (a) 代表配管について，設計・建設規格の評価式に準拠し，原子炉格納容器変位に伴う発生応

力を評価。 

許容応力以下 

(疲労累積係数 1 以下) 

スリーブ 延性破壊 
(スリーブ本体) 

(b) 設計・建設規格の評価式を準用し，2/3Su 値（200℃）に相当する許容圧力を評価。※２ 0.62MPa[gage] (2Pd)以上 

延性破壊 
(スリーブ取付部) 

(b) 原子炉格納容器内圧及び配管からの荷重を考慮して，既工認と同様の手法で発生応力を評
価。 

許容応力以下 

平板類 延性破壊 
(ボルト締め平板) 

(b) 設計・建設規格の評価式を準用し，2/3Su 値（200℃）に相当する許容圧力を評価。※２ 0.62MPa[gage] (2Pd)以上 

延性破壊 
(フランジ，ボルト) 

(b) 設計・建設規格を適用し，ＪＩＳ B 8265 に基づいて 200℃,2Pd におけるフランジの発生
応力及びボルトの必要総有効断面積を評価。 

許容応力以下 
総有効断面積以下 

開口，高温劣化 

（シール部） 

(b) 文献の理論式を用いて 200℃，2Pd における開口量評価及びガスケットの試験結果に基づき

評価を実施。 

シール部が健全であること

セーフエンド 延性破壊 (b) 設計・建設規格の評価式を準用し，2/3Su 値（200℃）に相当する許容圧力を評価。※２ 0.62MPa[gage] (2Pd)以上 

伸縮継手 疲労破壊 (a) 設計・建設規格の評価式を準拠し，低サイクル疲労に対する疲労累積係数を評価。 疲労累積係数 1 以下 

電
気
配
線 

 

貫
通
部 

アダプタ 延性破壊 (b) 設計・建設規格の評価式を準用し，2/3Su 値（200℃）に相当する許容圧力を評価。※２ 0.62MPa[gage] (2Pd)以上 

ヘッダ 延性破壊 (b) 設計・建設規格の評価式を準用し，2/3Su 値（200℃）に相当する許容圧力を評価。※２ 0.62MPa[gage] (2Pd)以上 

モジュール 高温劣化 
（シール部） 

(c) 電気ペネ共研，NUPEC 試験等の結果により，200℃，2Pd における耐漏えい性を評価。 シール部が健全であること

原
子
炉
格
納 

 

容
器
隔
離
弁 

不活性ガス系 
バタフライ弁 

延性破壊 (a) レーティング設計（圧力クラス 1.03MPa）の 200℃における許容圧力により評価。 0.62MPa[gage] (2Pd)以上 

高温劣化 
（シール部） 

(c) 実機を模擬した漏えい確認試験(200℃，2Pd 以上)により評価。 設計漏えい量以下 

TIP ボール弁 延性破壊 (a) レーティング設計（圧力クラス 1.03MPa）の 200℃における許容圧力により評価。 0.62MPa[gage] (2Pd)以上 

高温劣化 
（シール部） 

(c) シール材について，ガスケットの試験結果より耐性を評価。 シール部が健全であること

※１：(a) 設計・建設規格又は既工認等に準拠した評価 

    (b) 設計・建設規格の準用等による評価 

    (c) 既往研究及び解析結果等を活用した評価 

※２：設計・建設規格における必要な厚さを求める式により許容圧力を算出 
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d. 評価結果の概要 

評価結果の概要を以下に示す。 

 

① 原子炉格納容器本体 

(a) 評価方針 

原子炉格納容器本体は，円錐フラスタム形のドライウェル，円筒形

のサプレッション・チェンバから構成されている。 

原子炉格納容器本体の設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破

壊，疲労破壊，座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件であ

る 200℃，2Pd の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でない

こと，繰り返し荷重が作用しないこと，圧縮力が一般構造部に生じな

いことから，脆性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外とする。 

したがって，原子炉格納容器本体の機能喪失要因は，高温状態で内

圧を受けることによって生じる，過度な塑性変形に伴う延性破壊が想

定される。 

本評価では，200℃，2Pd での原子炉格納容器本体の構造部における

健全性確認について，規格を用いた評価，既工認で実施した評価結果

を用いた評価を実施する。 

原子炉格納容器本体の評価対象を第 3 図に示す。 
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(b) 評価 

原子炉格納容器の一般構造部について，既工認と同様の評価手法で

ある設計・建設規格に示される必要最小板厚の式を用い許容圧力を求

め，2Pd を上回ることを確認する。 

また，原子炉格納容器本体の応力評価として，既工認にて認可され

た値を適用し，原子炉格納容器の限界温度 200℃，限界圧力 2Pd の条件

における構造健全性を確認する。 

 

(c) 評価結果 

評価の結果は以下のとおりであり，原子炉格納容器については，

200℃，2Pd 環境下でも，放射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 

 

第 3 図 原子炉格納容器本体の評価対象 

 

上部円筒胴

下部円錐胴

フランジ部円筒胴

上鏡板

機器搬入用ハッチ取付部

原子炉格納容器基部

上部円錐胴

下部円筒胴

円錐胴（A部）

円錐胴（B部）

円錐胴（C部）

円錐胴（D部）

円錐胴（E部）

円錐胴（F部）

円筒胴（A部）

円筒胴（B部）

円筒胴（C部）

サプレッション・チェンバ
アクセスハッチ取付部

11



12 

・簡易評価の結果，一般構造部の許容圧力は 2Pd 以上であり，200℃，

2Pd の環境においても，構造健全性が確保されることを確認した。 

・既工認にて認可された値を用いて，200℃，2Pd の環境における荷

重条件で評価を実施し，構造健全性が確保されていることを確認

した。 
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② トップヘッドフランジ 

(a) 評価方針 

トップヘッドフランジの構造強度上考慮すべき機能喪失要因として，

脆性破壊，疲労破壊及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件であ

る 200℃，2Pd の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でない

こと，繰り返し荷重が作用しないことから，脆性破壊及び疲労破壊は

評価対象外とする。 

シール部については，内圧が低い段階ではボルトの締め付けにより

開口は抑制されるが，内圧の上昇に伴って開口量が増加することによ

り，外部への漏えい経路を形成する。 

また，フランジが開口してもフランジの密閉性を担保しているシー

ル材が健全であれば，シール材が開口に追従するため外部への漏えい

を防止することができるが，重大事故環境に晒されると，シール材が

高温劣化し，フランジの開口に追従できなくなりシール機能の低下が

想定される。 

したがって，トップヘッドフランジの機能喪失要因は，原子炉格納

容器内圧による過度な塑性変形に伴う延性破壊，また，シール部のフ

ランジ開口量及びシール材の高温劣化によるシール機能の低下を考え

る。 

本評価では，200℃，2Pd でのトップヘッドフランジの構造部及びシ

ール部における健全性確認について，規格を用いた評価及び試験結果

等を用いた評価を実施する。 

シール材については，改良ＥＰＤＭ製シール材による評価を実施す

る。 

トップヘッドフランジの評価対象を第 4 図に示す。 
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(b) 評価 

トップヘッドフランジについては，フランジ部の耐圧評価として，

原子炉格納容器温度・圧力が 200℃，2Pd におけるフランジ部の一次応

力評価を行い，発生応力が許容応力以下であることを確認する。 

また，トップヘッドフランジの締付けボルトについて，200℃，2Pd

における強度を評価する。 

原子炉格納容器の重大事故時の過温，過圧時におけるフランジ開口

量を評価するために，FEM 解析を用いてトップヘッドフランジ部にお

ける開口量の評価を行うとともに，改良ＥＰＤＭ製シール材による事

故時の格納容器閉じ込め機能を確認するために，圧縮永久ひずみ試験

結果をもとに格納容器限界開口量を評価し，重大事故時におけるフラ

ンジ開口量と比較することで格納容器閉じ込め機能を評価する。 

 

(c) 評価結果 

評価の結果は以下のとおりであり，トップヘッドフランジについて

は，200℃，2Pd 環境下でも，放射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 

 

第 4 図 トップヘッドフランジの評価対象 
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・トップヘッドフランジについて，既工認と同様の評価手法である

設計・建設規格 PVE-3700 を適用し，ＪＩＳ B 8265「圧力容器の

構造－一般事項」に基づいてフランジの発生応力について算出し

た結果，各発生応力とも許容応力を下回っており,200℃，2Pd 条件

下においてトップヘッドフランジの構造健全性を確認した。 

・トップヘッドフランジの締付けボルトについて，200℃，2Pd にお

ける強度を，既工認の強度計算書をベースに評価した結果，発生

応力は，許容応力以下であることから，締付けボルトは 200℃，2Pd

において健全である。 

・ガスケット（改良ＥＰＤＭ製シール材）の事故時環境における劣

化特性を考慮しても 200℃，2Pd におけるフランジ開口量は，許容

開口量以下となり，シール機能が維持されることを確認した。 
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③ 機器搬入用ハッチ 

(a) 評価方針 

機器搬入用ハッチは，原子炉格納容器外側に突き出した円筒胴及び

鏡板によって原子炉格納容器バウンダリを構成しており，原子炉格納

容器の内圧が円筒胴及び鏡板に対して内圧として作用する。また，フ

ランジ部はボルトにより固定され，シール部はシール溝が内外二重に

配置されており，それぞれにシリコンゴムのガスケットを使用してい

る。 

機器搬入用ハッチの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，

疲労破壊及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd

の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返

し荷重が作用しないことから，脆性破壊及び疲労破壊は評価対象外と

する。 

したがって，機器搬入用ハッチの機能喪失要因は，原子炉格納容器

内圧による過度な塑性変形に伴う延性破壊，また，フランジ部の変形

及びシール材の高温劣化によるシール機能の低下が考えられる。 

本評価では，200℃，2Pd での機器搬入用ハッチの構造部及びシール

部における健全性確認について，規格を用いた評価及び試験結果等を

用いた評価を実施する。 

シール材については，改良ＥＰＤＭ製シール材による評価を実施す

る。 

機器搬入用ハッチの評価対象を第 5 図に示す。  
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(b) 評価 

機器搬入用ハッチの構造健全性を確認するため，既工認の値を適用

し，原子炉格納容器の限界温度 200℃，限界圧力 2Pd の条件における応

力評価を実施する。 

また，円筒胴及び鏡板について，設計・建設規格に定められている

円筒胴及び鏡板の内圧に対する必要厚さの算出式を用いて許容圧力が

2Pd を上回ることを確認する。 

機器搬入用ハッチの締付けボルトについて，200℃，2Pd における強

度を評価する。 

シール部については，原子炉格納容器の重大事故時の過温，過圧時

におけるフランジ開口量を評価するために，有限要素法を用いた弾塑

性解析結果を活用し，機器搬入用ハッチ部における開口量の評価を行

うとともに，改良ＥＰＤＭ製シール材による事故時の格納容器閉じ込

 

第 5 図 機器搬入用ハッチの評価対象 
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め機能を確認するために，圧縮永久ひずみ試験結果をもとに格納容器

限界開口量を評価し，重大事故時におけるフランジ開口量と比較する

ことで格納容器閉じ込め機能を評価する。 

 

(c) 評価結果 

評価の結果は以下のとおりであり，機器搬入用ハッチについては，

200℃，2Pd 環境下でも，放射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 

・既工認にて認可された値を用いて，200℃，2Pd の環境における荷重

条件で評価を実施し，構造健全性が確保されていることを確認した。 

・円筒胴及び鏡板について，設計・建設規格に定められている円筒胴

及び鏡板の内圧に対する必要厚さの算出式を用いて許容圧力の評価

を実施した結果，2Pd を上回る。 

・フランジの締付ボルトについて，200℃，2Pd における強度評価の結

果，発生応力は，許容応力以下であることから，締付ボルトは 200℃，

2Pd において健全である。 

・ガスケット（改良ＥＰＤＭ製シール材）の事故時環境における劣化

特性を考慮しても 200℃，2Pd におけるフランジ開口量は，許容開口

量以下となり，シール機能が維持されることを確認した。 
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④ サプレッション・チェンバアクセスハッチ 

(a) 評価方針 

サプレッション・チェンバアクセスハッチは，原子炉格納容器外側

に突き出した円筒胴及び鏡板によって原子炉格納容器バウンダリを構

成しており，原子炉格納容器の内圧が円筒胴及び鏡板に対して内圧と

して作用する。また，フランジ部はボルトにより固定され，シール部

はシール溝が内外二重に配置されており，それぞれにシリコンゴムの

ガスケットを使用している。 

サプレッション・チェンバアクセスハッチの設計時に考慮される機

能喪失要因は，脆性破壊，疲労破壊及び延性破壊が考えられる。今回

の評価条件である 200℃，2Pd の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じ

る温度域でないこと，繰り返し荷重が作用しないことから，脆性破壊

及び疲労破壊は評価対象外とする。 

したがって，サプレッション・チェンバアクセスハッチの機能喪失

要因は，原子炉格納容器内圧による過度な塑性変形に伴う延性破壊，

また，フランジ部の変形及びシール材の高温劣化によるシール機能の

低下が考えられる。 

本評価では，200℃，2Pd でのサプレッション・チェンバアクセスハ

ッチの構造部及びシール部における健全性確認について，規格を用い

た評価及び試験結果等を用いた評価を実施する。 

シール材については，改良ＥＰＤＭ製シール材による評価を実施す

る。 

サプレッション・チェンバアクセスハッチの評価対象を第 6 図に示

す。  
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(b) 評価 

機器搬入用ハッチの構造健全性を確認するため，既工認の値を適用

し，原子炉格納容器の限界温度 200℃，限界圧力 2Pd の条件における応

力評価を実施する。 

また，円筒胴及び鏡板について，設計・建設規格に定められている

円筒胴及び鏡板の内圧に対する必要厚さの算出式を用いて許容圧力が

2Pd を上回ることを確認する。 

サプレッション・チェンバアクセスハッチの締付けボルトについて，

200℃，2Pd における強度を評価する。 

シール部については，原子炉格納容器の重大事故時の過温，過圧時

におけるフランジ開口量を評価するために，有限要素法を用いた弾塑

性解析結果を活用し，サプレッション・チェンバアクセスハッチ部に

おける開口量の評価を行うとともに，改良ＥＰＤＭ製シール材による

事故時の格納容器閉じ込め機能を確認するために，圧縮永久ひずみ試

第 6 図 サプレッション・チェンバアクセスハッチの評価対象 
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験結果をもとに格納容器限界開口量を評価し，重大事故時におけるフ

ランジ開口量と比較することで格納容器閉じ込め機能を評価する。 

 

(c) 評価結果 

評価の結果は以下のとおりであり，サプレッション・チェンバアク

セスハッチについては，200℃，2Pd 環境下でも，放射性物質の閉じ込

め機能を維持できる。 

・既工認にて認可された値を用いて，200℃，2Pd の環境における荷重

条件で評価を実施し，構造健全性が確保されていることを確認した。 

・円筒胴及び鏡板について，設計・建設規格に定められている円筒胴

及び鏡板の内圧に対する必要厚さの算出式を用いて許容圧力の評価

を実施した結果，2Pd を上回る。 

・フランジの締付ボルトについて，200℃，2Pd における強度評価の結

果，発生応力は，許容応力以下であることから，締付ボルトは 200℃，

2Pd において健全である。 

・ガスケット（改良ＥＰＤＭ製シール材）の事故時環境における劣化

特性を考慮しても 200℃，2Pd におけるフランジ開口量は，許容開口

量以下となり，シール機能が維持されることを確認した。 
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⑤ 所員用エアロック 

(a) 評価方針 

所員用エアロックは，原子炉格納容器外側に突き出した円筒胴，隔

壁及び隔壁に支持された扉板によって原子炉格納容器バウンダリを構

成している。また，扉板はロック機構により固定されており，隔壁と

扉板とのシール部には，シリコンゴムのガスケットを使用している。 

隔壁には扉開閉ハンドル軸，開閉表示盤の電線管が貫通しており，

貫通部にはフッ素系シール材を使用している。また，隔壁に接続する

均圧配管にはフランジ部及び均圧弁にシール材を使用しており，フラ

ンジ部には非石綿系シートガスケット，均圧弁シート部にはフッ素系

シール材を使用している。 

所員用エアロックの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，

疲労破壊，座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である

200℃，2Pd の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこ

と，繰り返し荷重が作用しないこと，有意な圧縮力が所員用エアロッ

クに生じないことから，脆性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外と

する。 

したがって，所員用エアロックの機能喪失要因は，高温状態で内圧

を受け，過度な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。 

また，シール部のうち扉板部については，原子炉格納容器内の圧力

が上昇した際に，扉板は所員用エアロック本体側に押し付けられる構

造であるため，圧力により扉が開くことはないが，高温状態で内圧を

受けることによる扉板のわずかな変形及びシール材の高温劣化による

シール機能の低下が想定される。なお，その他のシール部についても

高温劣化によるシール機能の低下が想定される。 
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本評価では，200℃，2Pd での所員用エアロックの構造部及びシール

部における健全性確認について，規格を用いた評価及び試験結果等を

用いた評価を実施する。隔壁と扉板とのシール部，扉開閉ハンドル貫

通部及び均圧配管フランジ部については，改良ＥＰＤＭ製シール材に

よる評価を実施する。なお，電線貫通部には，黒鉛製のシール材を使

用することとしており，耐熱性上問題にならないことを確認する。 

所員用エアロックの評価対象を第 7 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 評価 

所員用エアロックの構造健全性評価として，所員用エアロックのう

ち内圧による荷重を受け止める部位のうち，円筒胴については，既工

認と同様の評価手法である設計・建設規格に示される必要最小板厚の

式を用い許容圧力を求め，2Pd を上回ることを確認する。 

隔壁の構造健全性を確認するため，既工認において最も厳しい応力

点を代表評価点として，既工認で算出した応力に基づき，原子炉格納

第 7 図 所員用エアロックの評価対象 
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容器の限界温度 200℃，限界圧力 2Pd の条件における応力評価を実施す

る。 

所員用エアロック扉板の変形について，機械工学便覧のはりのたわ

み計算式を用い 2Pd における開口量を求め，許容開口量を下回ること

を確認する。 

その他シール部については，試験結果及び材料特性により一般的な

材料特性により重大事故環境下における耐性を確認する。 

 

(c) 評価結果 

評価の結果は以下のとおりであり，所員用エアロックについては，

200℃，2Pd 環境下でも，放射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 

・円筒胴については，既工認と同様の評価手法である設計・建設規

格に示される必要最小板厚の式を用い許容圧力評価の評価を実施

した結果，2Pd を上回る。 

・隔壁については，既工認において最も厳しい応力点を代表評価点

に対して，既工認にて認可された値を用い，200℃，2Pd の環境に

おける荷重条件で評価を実施し，構造健全性が確保されているこ

とを確認した。 

・ガスケット（改良ＥＰＤＭ製シール材）の事故時環境における劣

化特性を考慮しても 200℃，2Pd におけるフランジ開口量は，許容

開口量以下となり，シール機能が維持されることを確認した。 

・その他シール部については，シール材について試験結果及び一般

的な材料特性により重大事故環境下における耐性を確認した。 

  

24



25 

⑥-1 配管貫通部（接続配管） 

(a) 評価方針 

接続配管は，スリーブ等を介して原子炉格納容器と接続している。 

接続配管の設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲労破

壊，座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd

の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返

し荷重が作用しないこと，圧縮力が接続配管に生じないことから，脆

性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外とする。 

したがって，接続配管の機能喪失要因は，原子炉格納容器の変形に

より生じる過度な曲げ荷重に伴う延性破壊が想定される。接続配管の

200℃，2Pd における機能喪失要因は，原子炉格納容器の変形により生

じる過度な曲げ荷重に伴う延性破壊が想定される。 

本評価では，200℃，2Pd での接続配管の構造部における健全性確認

について，規格を用いた評価を実施する。 

接続配管は原子炉格納容器貫通部の変位が支持構造物により拘束さ

れることにより，反力及びモーメントが発生し，応力が発生する。接

続配管の評価では，拘束条件として，厳しくなる接続配管の第１拘束

点までの距離及び配管口径の比が最も小さい箇所であり，変位による

反力及びモーメントが最大となる貫通部 X-31 の接続配管を代表として

評価する。 

貫通部 X-31 の接続配管の解析モデル図を第 8 図に示す。 
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第 8 図 配管モデル図（1/2） 

第 8 図 配管モデル図（2/2） 
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(b) 評価 

貫通部 X-31 の接続配管について，3 次元梁モデルを用いた配管解析

にて発生応力を算出し，許容値を満足することを確認する。 

 

(c) 評価結果 

評価結果は以下のとおりであり，接続配管については，200℃，2Pd

環境下でも，放射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 

・貫通部 X-31 の接続配管について，200℃，2Pd における発生応力は

許容応力を下回る。 
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⑥-2 配管貫通部（スリーブ） 

(a) 評価方針 

スリーブは，原子炉格納容器本体胴を貫通する円筒形の部材で，原

子炉格納容器本体胴に溶接固定されている。 

スリーブの 200℃，2Pd における機能喪失要因は，高温状態で内圧を

受け，過度な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。 

本評価では，200℃，2Pd でのスリーブの構造部における健全性確認

について，規格を用いた評価を実施する。スリーブ本体の評価は，配

管厚さと口径の比が最も小さくなる箇所が内圧による発生応力が大き

くなる最大径の貫通部 X-18A～D を代表評価する。また，スリーブ取付

部については，接続配管の選定と同様，貫通部 X-31 のスリーブを代表

評価する。 

スリーブの評価対象を第 9 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

第 9 図 スリーブの評価対象 
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(b) 評価 

貫通部 X-18A～D のスリーブ本体については，既工認と同様の評価手

法である設計・建設規格に示される必要最小板厚の式を用い許容圧力

を求め，2Pd を上回ることを確認する。 

貫通部 X-31 の接続配管解析の結果で得られた配管反力に基づき，ス

リーブ取付部について，既工認と同様の評価手法で発生応力を算出し，

許容値を満足することを確認する。 

 

(c) 評価結果 

評価の結果は以下のとおりであり，スリーブについては，200℃，2Pd

環境下でも，放射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 

・貫通部 X-18A～D のスリーブ本体について，200℃における許容圧

力は 2Pd を上回る。 

・貫通部 X-31 のスリーブ取付部について，200℃，2Pd における最大

発生応力は許容応力を下回る。 

 

 

 

 

  

29



30 

⑥-3 配管貫通部（平板類） 

(a) 評価方針 

平板類のうち，平板，穴あき平板，フランジ，ボルト締め平板及び

フルードヘッドは，スリーブまたはセーフエンドに溶接固定されてい

る。また，フランジ部は，ボルトにより固定されており，シール部に

は，シリコンゴムのガスケットを使用している。 

平板類の 200℃，2Pd における機能喪失要因は，高温状態で内圧を受

け，過度な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。また，シール部に

ついては，高温状態で内圧を受け，フランジ部が変形することによる

開口及びシール材の高温劣化によるシール機能の低下が想定される。

さらに，シール部の開口が進むとボルトに引張応力が作用し，ボルト

破損に至ることが想定される。 

本評価では，200℃，2Pd での平板類の構造部及びシール部における

健全性確認について，規格を用いた評価を実施する。平板類は，配管

厚さと口径の比が最も小さくなる箇所が内圧による発生応力が大きく

なる最大径の貫通部 X-28 を代表評価する。シール材については，改良

ＥＰＤＭ製シール材による評価を実施する。 

平板類の評価対象を第 10 図に示す。  
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(b) 評価 

貫通部 X-28 のボルト締め平板について，既工認と同様の評価手法で

ある設計・建設規格に示される必要最小板厚の式を用い許容圧力を求

め，2Pd を上回ることを確認する。 

貫通部 X-28 のフランジ部について，既工認と同様の評価手法である

設計・建設規格 PVE-3700 を適用し，ＪＩＳ B 8265「圧力容器の構造

－一般事項」に基づいて 2Pd におけるボルト荷重を算出し，ボルトの

必要総有効断面積が総有効断面積を下回ることを確認する。 

貫通部X-28のフランジ部の開口について，文献の理論式を用いて2Pd

における開口量を求め，許容開口量を下回ることを確認する。 

 

(c) 評価結果 

評価の結果は以下のとおりであり，平板類については，200℃，2Pd

環境下でも，放射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 

 

第 10 図 平板類（貫通部 X-28）の評価対象 
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・貫通部 X-28 のボルト締め平板の 200℃における許容圧力は 2Pd を

上回る。 

・貫通部 X-28 のボルトは，発生荷重に対し十分なボルト断面積を有

する。 

・フランジ部の 2Pd における開口量は，許容開口量を下回る。 
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⑥-4 配管貫通部（セーフエンド） 

(a) 評価方針 

セーフエンドは，伸縮継手付貫通部に用いられる短管で，スリーブ

及び伸縮継手等に溶接固定されている。 

セーフエンドの 200℃，2Pd における機能喪失要因は，高温状態で内

圧を受け，過度な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。 

本評価では，200℃，2Pd でのセーフエンドの構造部における健全性

確認について，規格を用いた評価を実施する。セーフエンドは，配管

厚さと口径の比が最も小さくなる箇所が内圧による発生応力が大きく

なる最大径の貫通部 X-18A～D を代表評価する。 

セーフエンドの評価対象を第 11 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

第 11 図 セーフエンドの評価対象 
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(b) 評価 

貫通部 X-18A～D のセーフエンドについて，既工認と同様の評価手法

である設計・建設規格に示される必要最小板厚の式を用い許容圧力を

求め，2Pd を上回ることを確認する。 

 

(c) 評価結果 

評価の結果は以下のとおりであり，セーフエンドについては，200℃，

2Pd 環境下でも，放射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 

・貫通部 X-18A～D のセーフエンドの 200℃における許容圧力は，2Pd

を上回る。 
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⑥-5 配管貫通部（伸縮継手） 

(a) 評価方針 

ベローズは，配管貫通部に用いられる伸縮継手であり，セーフエン

ドに溶接固定されている。 

ベローズの 200℃，2Pd における機能喪失要因は，通常運転時に累積

される低サイクル疲労に加えて重大事故時に累積される低サイクル疲

労による疲労破壊が想定される。 

本評価では，200℃，2Pd でのベローズの構造部における健全性確認

について，規格を用いた評価を実施する。既工認で通常運転時の疲労

累積係数が最も大きい貫通部 X-14 のベローズを代表評価する。ベロー

ズの評価対象を第 12 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

第 12 図 ベローズの評価対象 
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(b) 評価 

貫通部 X-14 のベローズについて，設計・建設規格に示される伸縮継

手の疲労評価の式を用いて算出し，疲労累積係数が１以下であること

を確認する。 

 

(c) 評価結果 

評価の結果は以下のとおりであり，ベローズについては，200℃，2Pd

環境下でも，放射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 

・疲労累積係数は，許容値 1 以下である。 
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⑦-1 電気配線貫通部（アダプタ） 

(a) 評価方針 

アダプタの 200℃，2Pd における機能喪失要因は，高温状態で内圧を

受け，過度な塑性変形による延性破壊が想定される。 

本評価では，200℃，2Pd でのアダプタの構造部における健全性確認

について，規格を用いた評価を実施する。 

アダプタの評価対象を第 13 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
高圧用電気配線貫通部 

 

 
低圧用電気配線貫通部 

第 13 図 アダプタの評価対象 
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(b) 評価 

アダプタについて，設計・建設規格に示される必要最小板厚の式を

用い許容圧力を求め，2Pd を上回ることを確認する。 

 

(c) 評価結果 

評価の結果は以下のとおりであり，アダプタについては，200℃，2Pd

環境下でも，放射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 

・アダプタ（高圧用電気配線貫通部）の 200℃における許容圧力は，

2Pd を上回る。 

・アダプタ（低圧用電気配線貫通部）の 200℃における許容圧力は，

2Pd を上回る。 
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⑦-2 電気配線貫通部（ヘッダ） 

(a) 評価方針 

ヘッダの 200℃，2Pd における機能喪失要因は，高温状態で内圧を受

け，過度な塑性変形による延性破壊が想定される。 

本評価では，200℃，2Pd でのヘッダの構造部における健全性確認に

ついて，規格を用いた評価を実施する。 

ヘッダの評価対象を第 14 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
高圧用電気配線貫通部 

 

 
低圧用電気配線貫通部 

第 14 図 ヘッダの評価対象 
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(b) 評価 

ヘッダについて，設計・建設規格に示される必要最小板厚の式を用

い許容圧力を求め，2Pd を上回ることを確認する。 

 

(c) 評価結果 

評価の結果は以下のとおりであり，ヘッダについては，200℃，2Pd

環境下でも，放射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 

・ヘッダ（高圧用電気配線貫通部）の 200℃における許容圧力は，2Pd

を上回る。 

・ヘッダ（低圧用電気配線貫通部）の 200℃における許容圧力は，2Pd

を上回る。 
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⑦-3 電気配線貫通部（モジュール） 

(a) 評価方針 

モジュールのシール材には，ＥＰゴム及びエポキシ樹脂を使用して

いるため，高温劣化によるシール機能の低下が想定される。 

本評価では，200℃，2Pd でのモジュールのシール部の健全性確認に

ついて，試験結果等を用いた評価を実施する。 

モジュールの評価対象を第 15 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
高圧用電気配線貫通部 

 

 
低圧用電気配線貫通部 

第 15 図 モジュールの評価対象 
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(b) 評価 

モジュールについて，電気ペネ共研，ＮＵＰＥＣ試験等の結果を用

いて，200℃，2Pd における耐漏えい性を評価する。 

 

(c) 評価結果 

評価の結果は以下のとおりであり，モジュールについては，200℃，

2Pd 環境下でも，放射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 

・200℃，2Pd において漏えいなし。 
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⑧-1 原子炉格納容器隔離弁（不活性ガス系バタフライ弁） 

(a) 評価方針 

弁シート部にはＥＰゴムを使用しているため，シール材の高温劣化

によるシール機能の低下が考えられる。 

このため，200℃，2Pd 環境下における弁シート部の隔離機能を確認

する。また，弁耐圧部の構造健全性についても確認する。弁シート部

のシール材については，改良ＥＰＤＭ製シール材による評価を実施す

る。 

不活性ガス系バタフライ弁の評価対象を第 16 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 評価 

隔離機能は，弁シート材の耐環境性が支配的であるため，200℃，2Pd

の環境下での弁シート部への影響を口径 600A のバタフライ弁供試体に

よる蒸気加熱漏えい試験により確認する。また，弁箱の耐圧機能の評

価を行う。 

  

 

第 16 図 不活性ガス系バタフライ弁の評価対象 
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(c) 評価結果 

評価結果は以下のとおりであり，不活性ガス系バタフライ弁につい

ては，200℃，2Pd 環境下でも漏えいせず，放射性物質の閉じ込め機能

を維持できる。 

・蒸気加熱漏えい試験を実施した結果，200℃，2Pd 環境下において，

弁シート部からの漏えいはなく，弁シート部の隔離機能が維持す

ることを確認している。 

・当該弁の圧力クラス（圧力温度基準）は 1.03MPa（150LB）であり，

弁耐圧部の 200℃における許容圧力は，2Pd を上回る。 
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⑧-2 原子炉格納容器隔離弁（ＴＩＰボール弁） 

(a) 評価方針 

弁シート部，グランドシール部にはフッ素樹脂，弁蓋シール部には

フッ素ゴムを使用しているため，シール材の高温劣化によるシール機

能の低下が考えられる。 

このため，200℃，2Pd 環境下におけるシール部の隔離機能を確認す

る。また，弁耐圧部の構造健全性についても確認する。弁シート部，

グランドシール部及び弁蓋シール部のシール材については，改良ＥＰ

ＤＭ製シール材による評価を実施する。 

ＴＩＰボール弁の評価対象を第 17 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

第 17 図 ＴＩＰボール弁評価対象 

45



46 

(b) 評価

隔離機能は，シール材の耐環境性が支配的であるため，200℃，2Pd

環境下においてシール材の耐性があることを確認する。また，弁箱の

耐圧機能の評価を行う。 

(c) 評価結果

評価結果は以下のとおりであり，TIP ボール弁については，200℃，

2Pd 環境下でも漏えいに至らず，放射性物質の閉じ込め機能を維持でき

る。 

・弁シート部，グランドシール部及び弁蓋シール部に使用する改良

ＥＰＤＭ製シール材については，圧縮永久ひずみ試験結果から，

200℃，2Pd 環境下においても，耐性を有している。

・当該弁の圧力クラス（圧力温度基準）は 1.03MPa（150LB）であり，

弁耐圧部の 200℃における許容圧力は，2Pd を上回る。
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(5) まとめ 

東海第二発電所の原子炉格納容器本体・ハッチ類，配管貫通部，電気

配線貫通部及び原子炉格納容器隔離弁について，200℃，2Pd の環境下で

構造健全性及びシール部の機能維持が確保されることを確認した。 

なお，確認結果まとめを第 3 表に示す。 
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第 3 表 評価結果まとめ（1／2） 

評価対象 評価点 評価方法 評価条件 評価値※１ 判定基準 評価結果 

原子炉格納容器本体 

一般構造部 設計・建設規格を準用

既工認の評価値を準用
した評価 

200℃ 

2Pd 

許容圧力：0.693MPa[gage](円筒胴部) 

発生応力：

[gage](2Pd+SA 時の

水頭圧)以上 
281MPa 以下 

破断せず 

構造不連続部 既工認の評価値を準用
した評価 

200℃ 
2Pd 

発生応力：
（疲労累積係数： ） 

422MPa 以下 
（疲労累積係数 1 以下） 

破断せず 
(１以下) 

トップヘッドフランジ

構造部（フランジ・ボル
ト）

フランジ：PVE-3700
ボルト ：工認手法

2Pd 発生圧力(フランジ)：185MPa 
発生応力(ボルト) ：

422MPa 以下 
576MPa 以下 

破断せず 

シール部（フランジ・ガ
スケット） 

有限要素法（FEM） 
ガスケット試験 

200℃ 
2Pd 

開口量： (内側)， (外側) 許容開口量( )以下 シール機能維持※２

機器搬入用ハッチ 

構造部（円筒胴，鏡板，
フランジ，ボルト） 

既工認の評価値を準用
した評価 
設計・建設規格準用 

工認手法 

200℃ 
2Pd 

発生応力：

許容圧力(円筒胴)：2.445MPa[gage] 

許容圧力(鏡板)：10.110MPa[gage] 
発生応力(ボルト)：

422MPa 以下 

0.62MPa[gage](2Pd)以上 

0.62MPa[gage](2Pd)以上 
576MPa 以下 

破断せず 

シール部（フランジ・ガ
スケット） 

有限要素法（FEM） 
ガスケット試験 

200℃ 
2Pd 

開口量： (内側)， (外側) 許容開口量( )以下 シール機能維持※２

サプレッション・チェン
バアクセスハッチ

構造部 

（円筒胴，鏡板，フラン
ジ，ボルト） 

既工認の評価値を準用

した評価 
設計・建設規格準用 

工認手法 

200℃ 

2Pd 

発生応力：

許容圧力(円筒胴)：4.493MPa[gage] 
許容圧力(鏡板)：10.637MPa[gage] 

発生応力(ボルト)：

422MPa 以下 

[gage](2Pd+SA 時の
水頭圧)以上 

576MPa 以下 

破断せず 

シール部（フランジ・ガ
スケット） 

有限要素法（FEM） 
ガスケット試験 

200℃ 
2Pd 

開口量： (内側)， (外側) 許容開口量( )以下 シール機能維持※２

所員用エアロック 

構造部（円筒胴） 設計・建設規格を準用 2Pd 許容圧力：3.716MPa[gage] 0.62MPa[gage](2Pd)以上 破断せず 

構造部（隔壁） 既工認の評価値を準用

した評価 

2Pd 発生応力： 422MPa 以下 破断せず 

シール部（扉板シール
部）

機械工学便覧 
ガスケット試験 

200℃ 
2Pd 

開口量： 許容開口量( )以下 シール機能維持※２

シール部（その他シール
部）

ガスケット試験 
材料仕様 

200℃ 200℃以上 200℃以上 シール機能維持※３

※１：複数評価している項目は最も厳しい値を記載 ※４：試験結果により許容漏えい量以下であることを確認

※２：ガスケットの試験結果に基づき設定した許容開口量以下であることを確認

※３：ガスケットの試験結果又は材料仕様により耐性を確認

4
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第 3 表 評価結果まとめ（2／2） 

評価対象 評価点 評価方法 評価条件 評価値※１ 判定基準 評価結果 

配管 
貫通部 

接続配管 同左 代表配管：PPC-3520，

PPC-3530 

200℃ 

2Pd 

発生応力(X-31)：169MPa 許容応力(257MPa)以下 破断せず 

スリーブ スリーブ本体 設計・建設規格を準用 2Pd 許容圧力(X-18)：26.617MPa[gage] 0.62MPa[gage](2Pd)以上 破断せず 

スリーブ取付部 工認手法 2Pd 発生応力(X-31)：250MPa 許容応力(422MPa)以下 破断せず 

平板類 構造部（ボルト締め平板） 設計・建設規格を準用 2Pd 許容圧力(X-28)：1.90MPa[gage] 0.62MPa[gage](2Pd)以上 破断せず 

構造部（フランジ，ボル
ト）

ＪＩＳ B 8265 
2Pd 

発生応力(X-28 ﾌﾗﾝｼﾞ)：124MPa 
総有効断面積(X-28 ﾎﾞﾙﾄ)：1.212× 

10３ mm２ 

許容応力(281MPa)以下 
必要有効断面積(6.675×10３

mm２)以上 

破断せず 

シール部（フランジ・ガ
スケット） 

文献の理論式 200℃ 
2Pd 

開口量： 許容開口量( )以下 シール機能維持※２

セーフエン
ド

同左 設計・建設規格を準用 200℃ 
2Pd 

許容圧力(X-18)：4.529MPa[gage] 0.62MPa[gage](2Pd)以上 破断せず 

伸縮継手 同左 設計・建設規格を準用 2Pd 疲労累積係数(X-14)： 疲労累積係数 1 以下 １以下 

電気配線 
貫通部 

アダプタ 同左 設計・建設規格を準用 200℃ 

2Pd 

許容圧力(高圧)：10.645MPa[gage] 

許容圧力(低圧)：10.619MPa[gage] 

0.62MPa[gage](2Pd)以上 破断せず 

ヘッダ 同左 設計・建設規格を準用 200℃ 
2Pd 

許容圧力(高圧)：27.948MPa[gage] 
許容圧力(低圧)：10.69MPa[gage] 

0.62MPa[gage](2Pd)以上 破断せず 

モジュール シール部（モジュール） 電気ペネ共研， 

NUPEC 試験 

200℃ 

2Pd 

漏えいなし 設計漏えい量以下 シール機能維持※４

原子炉 
格納容器 
隔離弁 

不活性ガス
系 
バタフライ

弁 

弁箱 レーティング設計 200℃ 
2Pd 

許容圧力：1.40MPa[gage] 0.62MPa[gage](2Pd)以上 破断せず 

弁シート部 漏えい確認試験 200℃ 
2Pd 

漏えいなし 設計漏えい量以下 シール機能維持※４

ＴＩＰボー

ル弁

弁箱 レーティング設計 200℃ 

2Pd 

許容圧力：1.32MPa[gage] 0.62MPa[gage](2Pd)以上 破断せず 

シール部 ガスケット試験 200℃ 
2Pd 

200℃以上 200℃以上 シール機能維持※３

※１：複数評価している項目は最も厳しい値を記載 ※４：試験結果により許容漏えい量以下であることを確認

※２：ガスケットの試験結果に基づき設定した許容開口量以下であることを確認

※３：ガスケットの試験結果又は材料仕様により耐性を確認

4
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5-1

5. 所員用エアロック

5.1 評価方針 

所員用エアロックは，原子炉格納容器外側に突き出した円筒胴，隔壁及

び隔壁に支持された扉板によって原子炉格納容器バウンダリを構成してい

る。また，扉板はロック機構により固定されており，隔壁と扉板とのシー

ル部には，シリコンゴムのガスケットを使用している。

隔壁には扉開閉ハンドル軸，開閉表示盤の電線管が貫通しており，貫通

部にはフッ素系シール材を使用している。また，隔壁に接続する均圧配管

にはフランジ部及び均圧弁にシール材を使用しており，フランジ部には非

石綿系シートガスケット，均圧弁シート部にはフッ素系シール材を使用し

ている。 

所員用エアロックの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲

労破壊，座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，

2Pd の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返

し荷重が作用しないこと，有意な圧縮力が所員用エアロックに生じないこ

とから，脆性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外とする。 

したがって，所員用エアロックの機能喪失要因は，高温状態で内圧を受

け，過度な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。 

また，シール部のうち扉板部については，原子炉格納容器内の圧力が上

昇した際に，扉板は所員用エアロック本体側に押し付けられる構造である

ため，圧力により扉が開くことはないが，高温状態で内圧を受けることに

よる扉板のわずかな変形及びシール材の高温劣化によるシール機能の低下

が想定される。なお，その他のシール部についても高温劣化によるシール

機能の低下が想定される。 
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そのため，所員用エアロック本体の塑性変形に伴う延性破壊，並びに，

扉の変形及びシール材の高温劣化によるシール機能の低下が考えられる。 

このため，200℃，2Pd での健全性確認には以下の評価が必要である。 

・本体の耐圧

・ガスケットの健全性

所員用エアロックの評価対象と評価方法を第5-1表に，評価対象を第5-1

図にそれぞれ示す。 

第 5-1 表 評価対象と評価方法 

評価対象（シール材） 機能喪失要因 評価方法 

構
造
部 

円筒胴 延性破壊 
設計・建設規格の評価式を
準用した評価 

隔壁 延性破壊 
既工認の評価結果を用いた
評価 

シ
ー
ル
部 

扉板 
（ガスケット） 

開口，シール材
劣化 

機械工学便覧の計算式を用
いた評価 
試験結果等を用いた評価 

扉開閉ハンドル貫通部 
（Ｏリング） 

シール材劣化 試験結果等を用いた評価 

電線管貫通部 
（シール材）

シール材劣化 試験結果等を用いた評価 

均圧配管フランジ部 
（ガスケット） 

シール材劣化 試験結果等を用いた評価 

均圧弁 
（シート部）

シール材劣化 試験結果等を用いた評価 
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(1) 本体の耐圧

a. 許容圧力評価

所員用エアロックの構造健全性評価として，所員用エアロックのう

ち内圧による荷重を受け止める部位のうち，円筒胴については，既工

認と同様の評価手法である設計・建設規格に示される必要最小板厚の

式を用い許容圧力評価を行い，許容圧力が 2Pd を上回ることを確認す

る。 

ここで，設計・建設規格の解説表 PVB‐3110‐1 において，延性破壊

評価は一次応力の評価を実施することとなっている。一方，設計・建

設規格における一次応力強さの許容値は，材料の種類及び温度毎に材

料試験（引張試験）を実施した結果をもとに国内 Su 値検討会で設定さ

れた設計引張強さ（Su）に割下げ率を考慮して設定されたものである

（設計・建設規格 解説 GNR‐2200）。 

第 5-1 図 所員用エアロックの評価対象 
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今回の評価は，設計基準である最高使用温度及び最高使用圧力を超

過する所員用エアロックの限界温度及び許容圧力の妥当性を確認する

ものであるため，上記割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5 

とした評価を行う。すなわち，所員用エアロックに発生する応力が， 

Pｍが 2/3Su 以下であれば，延性破壊には至らず，構造は健全で機能要

求（放射性物質の閉じ込め機能）を確保できる。 

この許容値の考え方は，設計・建設規格 解説 PVB‐3111 に示すよう

に，供用状態Ｄの Pｍの許容値と同等である。なお，耐圧機能維持の観

点から，安全評価上の仮定（原子炉冷却材喪失事故を想定）に保証を

与える目的で応力評価を行う設計・建設規格の供用状態Ｄの許容応力

は，鋼材の究極的な強さを基に，弾性計算により塑性不安定現象の評

価を行うことへの理論的安全裕度を考慮して定めたものであり，Pｍは

2/3Su と規定されている。Pｍは，膜応力であり断面の応力が Su に到

達すると直ちに破損に至るため割下げ率 1.5 を考慮して規定されてい

る。 

b．既工認の評価値を用いた応力評価 

所員用エアロックの隔壁の構造健全性評価の構造健全性を確認する

ため，既工認において最も厳しい応力点を代表評価点として，既工認

で算出した応力に基づき，原子炉格納容器の限界温度 200℃，限界圧

力 2Pd の条件における応力評価を実施する。（隔壁部の代表評価点以外

の応力評価点については別添 5-1 参照） 

ここで，設計・建設規格の解説表 PVB‐3110‐1 において，延性破壊

評価は一次応力の評価を実施することとなっている。一方，設計・建
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設規格における一次応力強さの許容値は，材料の種類及び温度毎に材

料試験（引張試験）を実施した結果をもとに国内 Su 値検討会で設定

された設計引張強さ（Su）に割下げ率を考慮して設定されたものであ

る（設計・建設規格 解説 GNR‐2200）。今回の評価は，設計基準であ

る最高使用温度及び最高使用圧力を超過する所員用エアロックの限界

温度及び許容圧力の妥当性を確認するものであるため，上記割下げ率

を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5，PＬ+Pｂ（一次局部膜応力強さ

＋一次曲げ応力強さ）には 1.0 とした評価を行う。すなわち，所員用

エアロックに発生する応力が，Pｍ が 2/3Su，PＬ+Pｂが Su 以下であれ

ば，延性破壊には至らず，構造は健全で機能要求（放射性物質の閉じ

込め機能）を確保できる。この許容値の考え方は，設計・建設規格 解

説 PVB‐3111 に示すように，供用状態Ｄの Pｍ，PＬ+Pｂの許容値と同等

である。なお，耐圧機能維持の観点から，安全評価上の仮定（原子炉

冷却材喪失事故を想定）に保証を与える目的で応力評価を行う設計・

建設規格の供用状態Ｄの許容応力は，鋼材の究極的な強さを基に，弾

性計算により塑性不安定現象の評価を行うことへの理論的安全裕度を

考慮して定めたものであり，Pｍは 2/3Su，PＬ+Pｂは 1.5×2/3Su（=Su）

と規定されている。前者は，膜応力であり断面の応力が Su に到達する

と直ちに破損に至るため割下げ率 1.5 を考慮して規定されているが，

後者は，断面表面が Su に到達しても断面内部は更なる耐荷能力があり

直ちに破損には至らないため割下げ率は 1.0 としている。 
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(2) ガスケットの健全性 

a. 扉のシール材 

所員用エアロックの扉のシール材には，これまでシリコンガスケッ

トを使用しているが，事故時の耐環境性に優れた改良ＥＰＤＭ製シー

ル材に変更する。所員用エアロック扉閉止時は，扉は原子炉格納容器

内圧により扉板が支持部に押付けられる構造であり，圧力により扉板

が開くことはない。しかし，高温状態で内圧を受けることによる扉板

のわずかな変形によりガスケット部の微小な開口が予想されるため，

圧力による開口量を機械工学便覧のはりのたわみ計算式に基づき評価

する。改良ＥＰＤＭ製シール材による事故時の格納容器閉じ込め機能

を確認するために，圧縮永久ひずみ試験結果をもとに許容開口量を評

価し，重大事故時における扉板部の開口量と比較することで格納容器

閉じ込め機能を評価する。 

なお，シール材の高温劣化については，エアロックの扉に使用され

るシール材がトップヘッドフランジ及びハッチ類と同一であり，事故

時の耐環境性に優れた改良ＥＰＤＭ製シール材であること，事故時に

は格納容器の内圧により扉が押し付けられシール部を抑え込む方向で

あること及び扉が二重に設けられることから，原子炉格納容器閉じ込

め機能への影響度は小さいと考え，トップヘッドフランジ・ハッチ類

の評価にて代表するものとする。所員用エアロックの構造概略図を第

5-2 図に示す。なお，エアロックのシール材は，プラントの定期検査

時に開放される場合には取り替えを実施しており，通常運転中におけ

る劣化は極めて軽微であることから，事故条件下での評価を実施する。 
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第 5-2 図 所員用エアロックの構造概略図 

b. 扉以外のシール材

所員用エアロックには，扉のシリコンガスケット以外に格納容器閉

じ込め機能を確保するための隔壁貫通部にシール材が使用されている

が，今後，事故時の耐環境性に優れた第 5-2 表に示すシール材に変更

する。 

これらのシール材について試験結果及び一般的な材料特性により重

大事故環境下における耐性を確認する。 

第 5-2 表 所員用エアロック（扉以外）のシール材 

対象部位 シール材

扉開閉ハンドル貫通部 

（Ｏリング） 
改良ＥＰＤＭ材 

電線管貫通部（シール材） 膨張黒鉛材 

均圧配管フランジ部 

（ガスケット） 

改良ＥＰＤＭ材 又は 

膨張黒鉛材 

均圧弁（シート部） ＰＥＥＫ材 
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5.2 評価 

(1) 本体の耐圧

a. 許容圧力評価

所員用エアロックの構造健全性評価として，所員用エアロックのう

ち内圧による荷重を受け止める部位のうち，円筒胴については，既工

認と同様の評価手法である設計・建設規格に示される必要最小板厚の

式を用い許容圧力評価を実施した。 

評価に用いた主要仕様を第 5‐3 表 に示す。 

第 5‐4 表 に，所員用エアロックの許容圧力評価結果を示す。 

第 5‐3 表 所員用エアロックの主要仕様 

項目 東海第二発電所 

最高使用圧力（MPa） 0.31 

最高使用温度（℃） 171 

材料 ASME SA516 Gr.70(SGV480 相当) 

内径（mm） 

胴板厚さ（mm） 

第 5‐4 表 所員用エアロックの許容圧力評価結果 

①円筒胴：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当）

許容圧力算定式：PVE-3230(2)a 項を準用

P ＝ 2Sηt ／ （Dｉ＋1.2t）

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2/3Sｕ値を使用） 
281 

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm） 

Dｉ 胴内径（mm） 

P 200℃における許容圧力 3.716 

3.716MPa ＞ 0.62MPa（2Pd） 
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b. 既工認の評価値を用いた応力評価

所員用エアロックの隔壁に対して，既工認の評価値を用いた応力評

価を実施する。評価する対象は，既工認において，最も厳しい箇所を

示している。 

 

図 5-3 所員用エアロックの評価箇所 

：評価点 
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所員用エアロックの応力評価結果を以下に示す。発生応力は許容応力

を下回ることを確認した。よって，所員用エアロックは，200℃，2Pd に

おいて，十分な強度を有する。 

応力 

評価点 

番号 

応力 

評価点 

一次応力[MPa] 

応力比
Pm PL＋Pb 

応力

強さ

許容

応力

応力

強さ

許容

応力

P8 隔壁 － － 422 

許容値は，供用状態Ｄを適用し，Su とする 
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(2) ガスケットの健全性

a. 扉のシール材

a‐1 扉板部の開口量評価 

所員用エアロック扉閉止時は，扉は原子炉格納容器内圧により扉

板が支持部に押付けられる構造であり，圧力により扉板が開くこと

はない。しかし，高温状態で内圧を受けることによる扉板のわずか

な変形によりガスケット部の微小な開口が予想されるため，圧力に

よる開口量を機械工学便覧のはりのたわみ計算式に基づき評価した。

改良ＥＰＤＭ製シール材による事故時の格納容器閉じ込め機能を確

認するために，圧縮永久ひずみ試験結果をもとに許容開口量を評価

し，重大事故時における扉板部の開口量と比較することで格納容器

閉じ込め機能を評価した。 

許容開口量の設定に使用する改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久

ひずみ試験結果を第 5-5 表に示す。 

許容開口量の設定に使用する試験結果は，トップフランジの設定

の考え方と同様，168 時間のひずみ率とする。また，扉板シール部

第 5-5 表 圧縮永久ひずみ試験※1結果（改良ＥＰＤＭ製） 

試験温度 200℃ 

構造部放射線照射量 

試験雰囲気 蒸気 

試験時間 168 時間 

ひずみ率※2 ※3

※1 JIS K 6262 に従い実施

※2 試料を圧縮し完全に回復した状態が 0％，全く回復しない状態が 100％

※3 の平均値 
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の定格押込量が であることを踏まえ，許容開口量は ＝

定格締付量 ×（100％－ ）／100%）とする。 

機械工学便覧のはりのたわみ計算式を用いて求めた，所員用エア

ロック扉板の変位量は第 5-6 表に示すとおり であり，許容開

口量 を下回る。 

所員用エアロック扉の変形概念図を第 5-3 図に示す。 

第 5‐6 表 所員用エアロック（扉板）の開口量評価結果 

評価式：機械工学便覧 

δ＝ w×L１ ／ （24×E×I）×（3L１
３＋6L１

２×L２－L２
３） 

w ＝ P×b       （w：単位荷重） 

I ＝ b×h３／12  （I：断面二次モーメント） 

P 圧力（MPa[gage]） 0.62 

b 扉板の幅（mm） 

L１ 支点からシール部までの長さ（mm） 

E 縦弾性係数（MPa） 191,000 

h 扉板の厚さ（mm） 

L２ 支点間の長さ（mm） 

δ 変位量（mm） 

第 5-4 図 所員用エアロック扉の変形概念図 
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b. 扉以外のシール材

所員用エアロックには，扉のシリコンガスケット以外に格納容器閉

じ込め機能を確保するための隔壁貫通部にシール材が使用されている

が，今後，事故時の耐環境性に優れた第 5-2 表に示すシール材に変更

する。 

これらのシール材について試験結果及び一般的な材料特性により重

大事故環境下における耐性を確認した。 

扉開閉ハンドル貫通部及び均圧配管フランジ部に使用する改良ＥＰ

ＤＭ製シール材については，第 5-5 表の圧縮永久ひずみ試験結果に示

すとおり，重大事故環境下においても十分な耐性を有することを確認

している。 

電線管貫通部及び均圧配管フランジ部に使用する膨張黒鉛材は，一

般的に 400℃程度の高温環境下においても高い安定性を得ることがで

きるシール材料であり，第 5-7 表に示す材料特性から，重大事故環境

下においても十分な耐性を有することを確認した。 

均圧弁シート部に使用するＰＥＥＫ材は，一般的に 200℃程度の高温

環境下においても高い安定性を得ることができるシール材料であり，第

5-8 表に示す材料特性から，重大事故環境下においても十分な耐性を有

することを確認した。 

第 5-7 表 膨張黒鉛材の材料特性 

シール材
仕様 

耐熱温度 耐圧性 耐放射線性 

膨張黒鉛材 400℃以上 6.9MPa 約 15MGy 
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また，実機均圧弁と同型の弁を使用した，重大事故時の格納容器環境

を模擬した耐環境試験を実施しており，熱及び放射線曝露後の漏えい試

験にて弁シート部の気密性が確保できることを確認している。第 5-9 表

に耐環境試験条件を示す。 

第 5-8 表 ＰＥＥＫ材の材料特性 

シール材
仕様 

耐熱温度 融点 耐放射線性 

ＰＥＥＫ材 250℃ 334℃ 約 10MGy 

第 5-9 表 均圧弁の耐環境試験条件（PEEK 材） 

熱劣化 200℃，168 時間 

放射線照射量 

漏えい試験圧力 0.9MPa[gage] 

63



5-15

5.3 評価結果 

所員用エアロックの健全性評価結果を第5‐10表に示す。 

第5‐10表 所員用エアロックの健全性評価結果 

No. 大項目 評価方法 評価 結果 

(1) 本体の耐圧 ①許容圧力評価 許容圧力は2Pd以上であるこ

とを確認 

200℃，2Pdにおいて一次応力

は，許容値：Suを満足するこ

とを確認 

○ ②既工認の評価値を用

いた評価 

(2) ガスケットの健

全性 

シール材劣化，開口量

評価 

ガスケット（改良ＥＰＤＭ材，

膨張黒鉛材，ＰＥＥＫ材）の

事故時環境における劣化特性

を考慮しても200℃，2Pdにお

けるフランジ開口量は，許容

開口量以下となり，シール機

能が維持されることを確認 

○ 

以上により，所員用エアロックについては，200℃，2Pd 環境下でも，放

射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 
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別添 5-1 

所員用エアロックの隔壁部の評価について 

所員用エアロックの隔壁部は，既工認において，第 5-1(1)図で示す応力評価

点の発生応力を算出している。それに基づき供用状態Ｄにおける許容応力を下

回ることを確認し，隔壁部の構造健全性を確保されることを，評価する。 

所員用エアロックの応力評価点を第 5-1(1)図に，所員用エアロックの各応力

評価点における評価結果を第 5-1(1)表に示す。 

 第 5-1(1)図 所員用エアロックの応力評価点 
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所員用エアロックの応力評価結果を以下に示す。発生応力は許容応力を下

回ることを確認した。よって，所員用エアロックは，200℃，2Pd において，

十分な強度を有する。 

第 5-1(1)表 所員用エアロック隔壁部の評価結果 

材質：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

応力 

評価点 

番号 

応力 

評価点 

一次応力[MPa] 

応力比
Pm PL＋Pb 

応力

強さ

許容

応力

応力

強さ 

許容

応力

P1 

隔壁 

－ － 

422 

P2 － － 

P3 － － 

P4 － － 

P5 － － 

P6 － － 

P7 － － 

P8 － － 

P9 － － 

P10 － － 

許容値は，供用状態Ｄを適用し，Su とする 
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6. 配管貫通部

6.1 概要 

配管貫通部の 200℃，2Pd 環境下の健全性を確認する。 

代表的な配管貫通部の概要図を第 6-1 図に示す。配管貫通部は，スリー

ブと平板類（平板，穴あき平板，フランジ，ボルト締め平板及びフルード

ヘッド），セーフエンド，伸縮継手とスリーブ等に接続する配管（接続配管）

によって原子炉格納容器バウンダリを構成している。また，フランジ部は

ボルトにより固定されており，シール部にはシリコンゴムを使用している。 

上記を踏まえ，以下の構成で健全性を確認する。 

6.2 項では，配管貫通部（接続配管）の構造健全性を確認する。 

6.3 項では，配管貫通部（スリーブ）の構造健全性を確認する。 

6.4 項では，配管貫通部（平板類）の構造健全性，シール部の機能維持

を確認する。 

6.5 項では，配管貫通部（セーフエンド）の構造健全性を確認する。 

6.6 項では，配管貫通部（伸縮継手）の構造健全性を確認する。 

第 6-1 図 配管貫通部概要図 
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6.2 配管貫通部（接続配管） 

6.2.1 評価方針 

接続配管は，スリーブ等を介して原子炉格納容器と接続している。 

接続配管の設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲労破壊，

座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd の条

件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返し荷重

が作用しないこと，圧縮力が接続配管に生じないことから，脆性破壊，

疲労破壊及び座屈は評価対象外とする。 

したがって，接続配管の機能喪失要因は，原子炉格納容器の変形によ

り生じる過度な曲げ荷重に伴う延性破壊が想定される。 

このため，200℃，2Pd での接続配管の健全性確認について，第 6-1 表

に示す評価方法により評価を実施する。 

接続配管は原子炉格納容器貫通部の変位が支持構造物により拘束され

ることにより，反力及びモーメントが発生し，応力が発生する。接続配

管の評価では，拘束条件として，厳しくなる接続配管の第１拘束点まで

の距離及び配管口径の比が最も小さい箇所であり，変位による反力及び

モーメントが最大となる貫通部 X-31 の接続配管を代表として評価する。

（別添 6.2-1 参照） 

第 6-1 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

構造部 

（接続配管） 
延性破壊 

設計・建設規格の評価式に準

拠した評価 

（X-31 で代表評価） 
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6.2.2 評価 

貫通部 X-31 に接続する接続配管について，3 次元梁モデルを用いた配

管解析にて発生応力を算出し，設計・建設規格 PPC-3520，PPC-3530 に規

定される一次応力，一次＋二次応力の制限値を満足することを確認する。 

評価に用いる縦弾性係数及び熱膨張係数は，今回の評価が設計基準を

超えた限界温度，圧力の評価であることを踏まえ，200℃における値を用

いる。 

(1) 解析条件

解析条件を第 6-2 表に示す。また，原子炉格納容器貫通部の変位を第

6-3 表に示す。

  

第 6-2 表 解析条件 

名称 単位 スリーブ 接続配管 

材 料 － 
SA333 Gr.6 

（GSTPL 相当） 
SM400B 

外 径 mm 609.6 609.6 

厚 さ mm 31.0 9.5 

縦弾性係数 ×10５MPa 1.92※１ 1.91※１ 

熱膨張係数 ×10－６mm/mm℃ 12.70※１ 12.09※１ 

温 度 ℃ 200 200 

圧 力 MPa[gage] 0.62 0.62 

※1：200℃における値
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(2) 強度計算に使用する記号の定義

管の応力計算に用いる記号について以下に説明する。

記号 単位 説明 

B１ － 応力係数で，PPB-3810 で規定する値 

B２ － 応力係数で，PPB-3810 で規定する値 

D０ mm 管の外径 

Mａ N･mm 管の機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限

る）により生じるモーメント 

Mｃ N･mm 管の熱による支持点の変位及び熱膨張により生

じるモーメント 

P MPa 計算圧力 

Sａ MPa 許容応力 

Sｃ MPa 室温における設計・建設規格 付録材料図表

Part5 表 5 に規定する材料の許容引張応力 

Sｈ MPa 使用温度における設計・建設規格 付録材料図

表 Part5 表 5 に規定する材料の許容引張応力 

Sｎ MPa 一次応力と二次応力を加えて求めた応力 

Sｐｒｍ MPa 一次応力 

Z mm３ 管の断面係数 

f － 設計・建設規格 PPC-3530 に規定する許容応力低

減係数 

i１，i２ － 設計・建設規格 PPC-3530 に規定する応力係数 

t mm 管の厚さ 

第 6-3 表 原子炉格納容器貫通部の変位 

貫通部番号 温度 
変位（mm） 

水平（外向き） 鉛直（上向き） 

X-31 200℃ 
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(3) 材料の許容応力

設計・建設規格 PPC-3520，PPC-3530 に規定される要求事項への適合性

を確認する。なお，応力計算に使用する管の外径及び厚さは，公称値を

用いる。 

・一次応力（Sｐｒｍ）[設計・建設規格 PPC-3520(1)b.]= 2 + 1.5
・一次＋二次応力（Sｎ）[設計・建設規格 PPC-3530(1)a.]= 4 + 0.75 +

一次＋二次応力の許容応力は，設計・建設規格 PPC-3530(1)c.に基づ

き，次式により算出する。 = 1.25 f   + (1 + 0.25 f )  
6.2.3 評価結果 

解析モデルを第 6-2 図，解析結果を第 6-4 表に示す。 

貫通部 X-31 の接続配管について，設計・建設規格 PPC-3520，PPC-3530

の規定を満足することから，配管の変形による延性破壊の可能性がない

ことが確認できた。以上の結果より，200℃，2Pd の環境下においても配

管が損傷に至らず，放射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 

第 6-4 表 貫通部 X-31 に接続配管の解析結果（最大応力発生点） 

単位：MPa 

貫通部 
一次応力評価 一次＋二次応力評価 

発生応力 許容応力 発生応力 許容応力 

X-31 39 150 169 257 
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第 6-2 図 解析モデル図（X-31） 

72



6-7

別添 6.2-1 

接続配管の評価対象について 

接続配管の評価では，拘束条件として，厳しくなる接続配管の第１拘束点ま

での距離及び配管口径の比が最も小さい箇所であり，接続配管に発生する反力

及びモーメントが最大となる貫通部 X-31 を代表として選定している。原子炉格

納容器には熱膨張に伴う変位が発生するが，貫通部に接続される配管は支持構

造物により拘束されているため，貫通部には反力及びモーメントが発生する。

以下に考え方を示す。 

1. 配管貫通部の形式

配管貫通部の構造は第6.2-1(1)図に示すとおり，以下の3つに区分される。 

形式 1：二重管タイプ（ベローズ付） 

形式 2：二重管タイプ（ベローズ無） 

形式 3：直結タイプ 

形式 1 のベローズ付タイプの貫通部は配管の相対変位をベローズで吸収す

る構造であるため，反力及びモーメントは貫通部に伝わらない構造である。

一方，形式 2 及び形式 3 の貫通部は，変位による配管反力及びモーメントが

貫通部に作用し，これにより接続配管と貫通部に応力が発生する。このこと

から，形式 2（二重管タイプ（ベローズ無））及び形式 3（直結タイプ）の貫

通部より評価部位を選定する。 
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2. 反力及びモーメントの算出

配管貫通部の変位により発生する反力及びモーメントを以下のようにモデ

ル化して算出する。

配管貫通部に変位が発生すると，接続する配管の第 1 拘束点で変位が拘束

されることにより，貫通部に反力及びモーメントが作用することとなる。こ

れを，第 6.2-1(2)図のような梁モデルとして評価する。 

 

第 6.2-1(1)図 配管貫通部の構造図 

第 6.2-1(2)図 配管貫通部の梁モデル 

変位

反力及びモーメント

支持間隔

第1拘束点
支持間隔

変位
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第 6.2-1(2)図において梁の自由端側に変位を与えた際に発生する反力及

びモーメントは次式のとおりとなる。 

反力 F ＝ 3・E・I・δ／L３

モーメント M ＝ F・L

＝ 3・E・I・δ／L２ 

E：縦弾性係数 I：断面二次モーメント 

δ：貫通部変位 L：支持間隔 

貫通部変位δは次式のとおりとなる。 

δ ＝ α・ ・⊿T 

α：熱膨張係数  ：基準点からの距離 ⊿T：基準温度との差 

基準点からの距離は第 6.2-1(3)図に示すとおり，鉛直方向と半径方向の距

離の二乗平方根によって求める。 

第 6.2-1(3)図 基準点からの距離 

基準点

格納容器中心

格納容器基礎レベル

半径方向距離

鉛直方向距離

第1拘束点
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3. 選定結果

配管貫通部に作用する反力及びモーメントが最大となる，貫通部 X-31 を代

表箇所として選定している。各配管貫通部の反力及びモーメントを算出した

結果を第 6.2-1(1)表に示す。 

第 6.2-1(1)表 主要な配管貫通部の反力及びモーメント 

貫通部 

番号 
系統 

基準点 

からの 

距離 

(mm) 

接続配管仕様 

支持間隔 

(mm) 

計算値 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 

縦弾性 

係数 

(MPa) 

反力 

(N) 

モーメント

(×10６N･mm)

L／D 

（－）

X-3 AC 系 D/W 排気 38,486.4 609.6 9.5 191,000 4,926.1 

X-11A RHR D/W スプレイ 36,419.1 406.4 12.7 191,000 9,063.7 

X-13 SLC 29,343.8 48.6 5.1 183,000 4,747.0 

X-203 FCS 入口 25,100.6 114.3 6.0 191,000 2,991.3 

X-5 RCW 入口 24,763.9 216.3 8.2 191,000 5,154.6 

X-46 RCW 戻り 24,763.9 216.3 8.2 191,000 3,357.8 

X-11B RHR D/W スプレイ 23,823.3 406.4 12.7 191,000 11,973.3 

X-53 AC 系 D/W 供給 23,481.3 508.0 9.5 191,000 7,714.7

X-76 FCS 入口 23,481.3 114.3 6.0 191,000 7,382.8

X-25A RHR S/C スプレイ 20,144.4 114.3 6.0 191,000 4,483.0

X-25B RHR S/C スプレイ 20,144.4 114.3 6.0 191,000 3,574.8

X-79 AC 系 S/C 排気 20,144.4 609.6 9.5 191,000 8,961.6

X-80 AC 系 S/C 供給 20,144.4 609.6 9.5 191,000 10,042.1

X-52A FCS 戻り 19,073.7 165.2 7.1 191,000 7,408.8

X-52B FCS 戻り 19,073.7 165.2 7.1 191,000 7,960.3

X-47 RHR テストライン 16,536.1 406.4 9.5 191,000 9,200.0

X-48 RHR テストライン 16,536.1 406.4 9.5 191,000 5,674.5

X-49 HPCS テストライン 16,536.1 318.5 10.3 191,000 10,305.7

X-63 LPCS テストライン 16,536.1 318.5 10.3 191,000 16,506.5

X-31 HPCS ポンプ入口 13,043.0 609.6 9.5 191,000 2,820.9

X-32 RHR ポンプ入口 13,040.6 609.6 9.5 191,000 9,312.6

X-34 LPCS ポンプ入口 13,040.6 609.6 9.5 191,000 5,560.0 

X-35 RHR ポンプ入口 13,040.6 609.6 9.5 191,000 9,727.6 

X-36 RHR ポンプ入口 13,040.6 609.6 9.5 191,000 8,780.0 
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6.3 配管貫通部（スリーブ） 

6.3.1 評価方針 

スリーブは，原子炉格納容器本体胴を貫通する円筒形の部材で，原子

炉格納容器本体胴に溶接固定されている。 

スリーブの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲労破壊，

座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd の条

件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返し荷重

が作用しないこと，内圧を受けるスリーブには圧縮力が生じないことか

ら，脆性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外とする。 

したがって，スリーブの機能喪失要因は，高温状態で内圧を受け，過

度な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。 

このため，200℃，2Pd でのスリーブの健全性確認について，第 6-5 表

に示す評価方法により評価を実施する。 

スリーブ本体の評価は，配管厚さと口径の比が最も小さくなる箇所が

内圧による発生応力が大きくなるため，最大径の貫通部 X-18A～D を代表

評価し，スリーブ取付部については，接続配管の反力及びモーメントが

最大となる作用することから，6.2 配管貫通部（接続配管）と同様に貫通

部 X-31 を代表として評価する。 

スリーブの評価対象を第 6-3 図に示す。

第 6-5 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

構
造
部 

スリーブ本体 延性破壊

設計・建設規格の評価式

を準用した評価 

（X-18A～D で代表評価）

スリーブ取付部

（スリーブ側，胴側）
延性破壊 

設計・建設規格の評価式

を準用した評価 

（X-31 で代表評価） 
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第 6-3 図 スリーブの評価対象 

78



6-13 

6.3.2 評価 

(1) スリーブ本体 

貫通部 X-18A～D のスリーブ本体については，既工認と同様の評価手法

である設計・建設規格に示される必要最小板厚の式を用い許容圧力を求

め，2Pd を上回ることを確認する。 

その際，部材に発生する応力強さの許容値は，今回の評価が設計基準

を超えた限界温度，圧力の評価であることを踏まえ，設計引張強さ(Su

値)に対する割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5 として評価

を行う。 

すなわち，部材に発生する応力 Pｍが 2／3Su 値以下であれば，延性破

壊に至らず，構造は健全で機能要求（放射性物質の閉じ込め機能）を確

保できる。この許容値の考え方は，設計・建設規格において示される原

子炉格納容器（クラスＭＣ容器）の供用状態Ｄに対する許容値と同じ考

え方である（設計・建設規格 解説 PVB-3111 参照）。 

Su 値を算出する際の温度は，限界温度として設定した 200℃を用いる。 

 

a. 計算に使用する記号の定義 

スリーブ本体の許容圧力の計算に使用する記号の定義について，以下

に示す。 

記号 単位 説明 

P MPa 圧力 

S MPa 
許容引張応力 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 

η － 継手効率 

t mm 板厚 

DＯ mm スリーブの外径 
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b. 許容圧力の計算方法

スリーブ本体の許容圧力は，設計・建設規格の評価式を用いて計算す

る。 

   ［設計・建設規格 PVE-3611］ 

設計・建設規格の評価式を圧力について解くと 

 

上式を用いて，スリーブ本体の許容圧力を計算する。 

c. 許容圧力の計算結果

スリーブ本体の許容圧力の計算結果を以下に示す。

スリーブ：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当）

許容圧力算定式：PVE-3611 を準用 

P ＝ 2Sηt ／ （DＯ－0.8t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 
281 

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm） 

DＯ 管台の外径（mm） 

P 200℃における許容圧力[MPa] 26.617 

26.617MPa ＞ 0.62MPa（2Pd） 

t = 2 + 0.8
P = 2 0.8
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(2) スリーブ取付部

貫通部 X-31 の貫通配管解析の結果で得られた配管反力に基づき，スリ

ーブ取付部について，既工認と同様の評価手法で発生応力を算出し，許

容値を満足することを確認する。 

発生応力は，死荷重及び内圧による一次応力，熱膨張に伴う配管反力

により発生する二次応力として分類されることから，設計・建設規格に

示される一次応力，一次＋二次応力の評価方法及び評価基準値に従う。 

許容値は，設計・建設規格において示される原子炉格納容器（クラス

ＭＣ容器）の供用状態Ａ，Ｂに対する許容値と同じ 3S（S 値：200℃にお

ける値）とする。 

a. 貫通部の形状及び主要寸法

貫通部の形状及び主要寸法を第 6-4 図及び第 6-6 表に示す。

第 6-4 図 貫通部の形状（X-31） 
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b. 記号の説明

貫通部の応力計算に用いる記号について以下に説明する。

記号 単位 説明 

A mm2 断面積 

dＯ mm 直径

MＣ N･mm 水平方向モーメント 

MＬ N･mm 鉛直方向モーメント 

P MPa 内圧，軸方向荷重 

Pｂ MPa 一次曲げ応力 

PＬ MPa 一次局部応力 

Q MPa 二次応力 

D mm 原子炉格納容器の内径 

S MPa 許容引張応力 

T mm 原子炉格納容器胴の厚さ 

tｎｏ mm スリーブの厚さ

Z mm3 断面係数 

ν － ポアソン比 

σ MPa 軸方向応力 

σｔ MPa 円周方向応力 

τ MPa せん断応力 

第 6-6 表 貫通部の主要寸法（X-31） 

単位：mm 

貫通部番号 T１ T２ dＯ tｎｏ D

X-31
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c. 評価条件

配管解析から得られた取合い部の反力に基づき設定した評価荷重を第

6-7 表に，作用方向を第 6-5 図に示す。また，材料及び許容応力を第 6-8

表に示す。 

第 6-7 表 評価荷重 

貫通部番号 荷重の種類
軸力（N） モーメント（N･mm）

P MＣ MＬ 

X-31
死荷重 6.570×101 7.207×106 3.484×107

熱荷重 3.205×104 2.591×107 5.271×107

鉛直方向   水平方向 

第 6-5 図 貫通部の形状（X-31） 

第 6-8 表 材料の許容応力 

部位 材料 
一次応力 一次＋二次応力 

PＬ＋Pｂ PＬ＋Pｂ＋Q 

原子炉格納容

器胴 

SA516 Gr.70 

（SGV480相当）
422MPa（＝Su） 393MPa（＝3S） 
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d. 応力評価点

応力評価点を第 6-9 表及び第 6-6 図に示す。

e. 応力評価点 P1 の計算

原子炉格納容器胴に作用する限界圧力（内圧）及び死荷重による応

力は，既工認で計算した応力を用い，評価荷重比の割り増しを考慮し

て算出する。また，貫通部に作用する荷重（配管反力）により貫通部

近傍に発生する応力は，第 6-7 図に示すＦＥＭモデルを用いて計算す

る。 

第 6-6 図 貫通部の応力評価点 

第 6-9 表 応力評価点 

応力評価点番号 貫通部番号 応力評価点 

P1-A，P1-B，P1-C X-31
原子炉格納容器胴とスリーブ

の取付部（胴側） 
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f. 応力評価

貫通部 X-31 の 200℃，2Pd における各応力評価点の発生応力は，一次

応力，一次＋二次応力の許容値を下回る。 

組合せ荷重による応力評価結果を第 6-10(1)表，第 6-10(2)表に示す。 

第 6-7 図 貫通部の計算モデル 

第 6-10(1)表 材料の許容応力（一次応力） 

貫通部 

番号 

荷重の 

組合せ 
応力分布 応力評価点 発生応力 許容応力

X-31
死荷重＋

内圧 
一次応力 

P1-A 242MPa 

422MPa P1-B 250MPa 

P1-C 245MPa 
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6.3.3 評価結果 

スリーブについては，200℃，2Pd 環境下でも，放射性物質の閉じ込め

機能を維持できる。 

第 6-10(2)表 材料の許容応力（一次＋二次応力） 

貫通部 

番号 

荷重の 

組合せ 
応力分布 応力評価点 発生応力 許容応力

X-31
死荷重＋

内圧＋熱

一次＋二次

応力 

P1-A 124MPa 

393MPa P1-B 188MPa 

P1-C 135MPa 
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6.4 配管貫通部（平板類） 

6.4.1 評価方針 

平板類のうち，平板，穴あき平板，フランジ，ボルト締め平板及びフ

ルードヘッドは，スリーブ又はセーフエンドに溶接固定されている。ま

た，フランジ部はボルトにより固定されており，シール部にはシリコン

ゴムのガスケットを使用している。 

平板類の設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲労破壊及

び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd の条件を考

慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返し荷重が作用

しないことから，脆性破壊及び疲労破壊は評価対象外とする。 

したがって，平板類の機能喪失要因は，高温状態で内圧を受け，過度

な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。 

また，シール部については，高温状態で内圧を受け，フランジ部が変

形することによる開口及びシール材の高温劣化によるシール機能の低下

が想定される。さらに，シール部の開口が進むとボルトに引張応力が作

用し，ボルト破損に至ることが想定される。 

このため，200℃，2Pd での平板類の健全性確認について，第 6-11 表

に示す評価方法により評価を実施する。シール部については，改良ＥＰ

ＤＭ製シール材による評価を実施する。 

平板類は，配管厚さと口径の比が最も小さくなる箇所が内圧による発

生応力が大きくなるため，最大径の貫通部 X-28 を代表評価する。 

平板類（X-28）の評価対象を第 6-8 図に示す。 
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第 6-11 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

構
造
部 

ボルト締め平板 延性破壊 

設計・建設規格の評価式を

準用した評価 

（X-28 で代表評価） 

フランジ 延性破壊 
JIS B 8265 を用いた評価 

（X-28 で代表評価） 

ボルト 延性破壊 
JIS B 8265 を用いた評価 

（X-28 で代表評価） 

シ
ー
ル
部

フランジ，ガスケット
開口，シール材

劣化 

一般式を用いた評価 

試験結果等を用いた評価 

（X-28 で代表評価） 

第 6-8 図 平板類（X-28）の評価対象 
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6.4.2 評価 

(1) 構造部（ボルト締め平板）

貫通部 X-28 のボルト締め平板について，既工認と同様の評価手法であ

る設計・建設規格に示される必要最小板厚の式を用い許容圧力を求め，

2Pd を上回ることを確認する。 

その際，部材に発生する応力強さの許容値は，今回の評価が設計基準

を超えた限界温度，圧力の評価であることを踏まえ，設計引張強さ(Su

値)に対する割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5 として評価

を行う。すなわち，部材に発生する応力 Pｍが 2／3Su 値以下であれば，

延性破壊に至らず，構造は健全で機能要求(放射性物質の閉じ込め機能)

を確保できる。この許容値の考え方は，設計・建設規格において示され

る原子炉格納容器（クラスＭＣ容器）の供用状態Ｄに対する許容値と同

じ考え方である（設計・建設規格 解説 PVB-3111 参照）。 

Su 値を算出する際の温度は，限界温度として設定した 200℃を用いる。 

a. 計算に使用する記号の定義

ボルト締め平板の許容圧力の計算に使用する記号の定義について，以

下に示す。 

記号 単位 説明 

P MPa 許容圧力 

S MPa 
許容引張応力 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 

K － 平板の取付方法による係数 

t mm 板厚 

d mm 平板の径または最少内のり 
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b. 許容圧力の計算方法

ボルト締め平板の許容圧力は，設計・建設規格の評価式を用いて計算

する。 

  ［設計・建設規格 PVE-3410］ 

設計・建設規格の評価式を圧力について解くと 

上式を用いて，アダプタの許容圧力を計算する。 

c. 計算結果

以下の示すとおり，ボルト締め平板の許容圧力は 2Pd 以上である。

ボルト締め平板：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3410 を準用 

P ＝ S／K×（t／d）２ 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 
281 

K 係数 0.47 

t 呼び厚さ（mm） 

d 平板の径（mm） 

P 200℃における許容圧力 1.90 

1.90MPa[gage] ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 

t = d
P =
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(2) 構造部（フランジ，ボルト）

貫通部 X-28 のフランジ部について，ＪＩＳ Ｂ ８２６５「圧力容器の

構造－一般事項」を用いて，2Pd におけるフランジの発生応力が許容応

力を下回ること及びボルトの必要総有効断面積が，ボルトの総有効断面

積を下回ることを確認する。 

その際，部材に発生する応力強さの許容値は，今回の評価が設計基準

を超えた限界温度，圧力の評価であることを踏まえ，設計引張強さ（Su

値）に対する割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5 として評価

を行う。すなわち，部材に発生する応力 Pｍが 2／3Su 値以下であれば，

延性破壊に至らず，構造は健全で機能要求（放射性物質の閉じ込め機能）

を確保できる。この許容値の考え方は，設計・建設規格において示され

る原子炉格納容器（クラスＭＣ容器）の供用状態Ｄに対する許容値と同

じ考え方である（設計・建設規格 解説 PVB-3111 参照）。 

Su 値を算出する際の温度は，限界温度として設定した 200℃を用いる。 
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a. フランジ部の仕様及び評価条件

貫通部 X-28 のフランジ概要図を第 6-9 図，フランジ部の仕様及び評価

条件第 6-12 表に示す。 

第 6-9 図 フランジ概要図（貫通部 X-28） 

第 6-12 表 評価条件（貫通部 X-28） 

項目 仕様及び値 

評価圧力 0.62MPa[gage] 

評価温度 200℃ 

フランジ材質 SGV480 相当 

フランジ内径

フランジ板厚（最小厚さ）

ボルト呼び径 

ボルト本数 
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ボルトの評価結果を第 6-13 表，フランジの評価結果を第 6-14 表に示

す。 

第 6-13 表 ボルト評価結果（貫通部 X-28） 

単位：mm２

荷重 必要総有効断面積 Am 総有効断面積 Ab 

2Pd 1.212×10３ 6.765×10３ 

第 6-14 表 フランジ応力評価結果（貫通部 X-28） 

単位：MPa

応力 記号 
X-28

発生応力 許容応力 

ハブの軸方向応力 90 422 

フランジの半径方向応力 158 281 

フランジの周方向応力 31 281 

組合せ応力 
+2 124 281 

組合せ応力 
+2 61 281 
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(3) シール部

a. 規格等を用いた評価（ボルト締め平板）

貫通部 X-28 のフランジ部について，文献の理論式を用いて 2Pd におけ

る開口量を求め，許容開口量を下回ることを確認する。 

シール材については，改良ＥＰＤＭ製シール材を使用することとする。 

許容開口量の設定に使用する改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひず

み試験結果を第 6-15 表に示す。 

許容開口量はトップヘッドフランジの考え方と同様，168 時間のひず

み率と貫通部 X-28 のフランジ部の定格締付量 を踏まえ

（＝定格締付量 ×（100％－ ）／100％）とする。 

第6-10図に示すモデルを用いた開口量の評価結果を第6-16表に示す。 

2Pd における開口量は であり，許容開口量 を下回る。 

第 6-15 表 圧縮永久ひずみ試験※1結果（改良ＥＰＤＭ製） 

試験温度 200℃ 

構造部放射線照射量 

試験雰囲気 蒸気 

試験時間 168 時間 

ひずみ率※2 ※3

※1 JIS K 6262 に従い実施

※2 試料を圧縮し完全に回復した状態が 0％，全く回復しない状態が 100％

※3 の平均値 
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6.4.3 評価結果 

平板類については，200℃，2Pd 環境下でも，放射性物質の閉じ込め機

能を維持できる。 

第 6-10 図 評価モデル 

第 6-16 表 フランジ部開口量評価結果（貫通部 X-28） 

*1：出典「ROARK’S FORMULAS FOR STRESS AND STRAIN EIGHTH EDITION」
*2：保守的に，はりの最大変位量をシール部の変位量とみなす
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6.5 配管貫通部（セーフエンド） 

6.5.1 評価方針 

セーフエンドは，伸縮継手付貫通部に用いられる短管で，スリーブ及

び伸縮継手等に溶接固定されている。 

セーフエンドの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲労

破壊，座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，

2Pd の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り

返し荷重が作用しないこと，圧縮力がセーフエンドに生じないことから，

脆性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外とする。 

したがって，セーフエンドの機能喪失要因は，高温状態で内圧を受け，

過度な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。 

このため，200℃，2Pd でのセーフエンドの健全性確認について，第 6-17

表に示す評価方法により評価を実施する。 

セーフエンドは，配管厚さと口径の比が最も小さくなる箇所が内圧に

よる発生応力が大きくなるため，最大径の貫通部 X-18A～D を代表評価す

る。 

セーフエンドの評価対象を第 6-11 図に示す。

第 6-17 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 規格方法 

構造部 

（セーフエンド）
延性破壊 

規格を用いた評価 

（X-18A～D で代表評価） 
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6.5.2 評価 

(1) 構造部

a. 規格を用いた評価

貫通部 X-18A～D のセーフエンドについて，既工認と同様の評価手法で

ある設計・建設規格に示される必要最小板厚の式を用い許容圧力を求め，

2Pd を上回ることを確認する。 

その際，部材に発生する応力強さの許容値は，今回の評価が設計基準

を超えた限界圧力・限界温度の評価であることを踏まえ，設計引張強さ

（Su 値）に対する割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5 とし

て評価を行う。すなわち，部材に発生する応力 Pｍが 2／3Su 値以下であ

れば，延性破壊に至らず，構造は健全で機能要求（放射性物質の閉じ込

め機能）を確保できると考える。この許容値の考え方は，設計・建設規

格において示される原子炉格納容器（クラスＭＣ容器）の供用状態Ｄに

対する許容値と同じ考え方である（設計・建設規格 解説 PVB-3111 参照）。 

Su 値を算出する際の温度は，限界温度として設定した 200℃を用いる。 

第 6-11 図 セーフエンドの評価対象 
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評価結果を以下に示す。 

貫通部 X-18A～D のセーフエンドは，2Pd を上回る。 

6.5.3 評価結果 

セーフエンドについては，200℃，2Pd 環境下でも，放射性物質の閉じ

込め機能を維持できる。 

セーフエンド：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当）

許容圧力算定式：PVE-3230(2)a 項を準用 

P ＝ 2Sηt ／ （Dｉ＋1.2t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 
281 

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm） 

Dｉ 胴内径(mm) 

P 200℃における許容圧力 4.529 

4.529[gage]MPa ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 
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6.6 配管貫通部（伸縮継手） 

6.6.1 評価方針 

伸縮継手は，配管貫通部に用いられる伸縮継手で，セーフエンドに溶

接固定されている。 

伸縮継手の設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊及び疲労破

壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd の条件を考慮した

場合，脆性破壊が生じる温度域でないことから，脆性破壊は評価対象外

とする。 

したがって，伸縮継手の機能喪失要因は，通常運転時に累積される低

サイクル疲労に加えて重大事故時に累積される低サイクル疲労による疲

労破壊が想定される。 

このため，200℃，2Pd での伸縮継手の健全性確認について，第 6-18

表に示す評価方法により評価を実施する。 

なお，評価結果については，伸縮継手の通常状態，設計状態の疲労累

積係数と重大事故等時の疲労累積係数の和が最も大きい配管貫通部

X-14 を代表とする。

伸縮継手の評価対象を第 6-12 図に示す。

第 6-18 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 規格方法 

構造部 

（伸縮継手） 
疲労破壊 

設計・建設規格に準拠した評価

（X-14 で代表評価） 
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6.6.2 評価 

 (1) 構造部 

a. 規格を用いた評価 

貫通部 X-14 の伸縮継手について，設計・建設規格に示される伸縮継手

の疲労評価の式を用いて算出し，疲労累積係数が 1 以下であることを確

認する。重大事故時の繰り返し回数は 1 回とする。また，重大事故時の

伸縮継手の全伸縮量は，簡易的に設計状態（171℃，１Pd）の 2 倍とする。

縦弾性係数(Ｅ)を算出する際の温度は，限界温度として設定した 200℃

を用いる。 

  

第 6-12 図 伸縮継手の評価対象 
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評価結果を以下に示す。 

疲労累積係数は 1 以下である。 

6.6.3 評価結果 

伸縮継手については，200℃，2Pd 環境下でも，放射性物質の閉じ込め

機能を維持できる。 

伸縮継手：SUS304 

疲労評価算定式：PVE-3810 に準拠 

Nｓｉ＝（11031／σ）3.5 

σ＝1.5Eｔδ／（n√（bh３））＋Ph／tc 

E 200℃における縦弾性係数（MPa） 183,000 

t ベローズの板厚（mm） 

δ 全伸縮量（mm） 

n ベローズの波数の 2 倍の値 

b ベローズの波のピッチの１／２（mm） 

h ベローズの波の高さ（mm） 

P 限界圧力（MPa） 0.62 

c ベローズの層数 

σ ベローズに生じる応力（MPa） 

NＳ３ 許容繰返し回数（回） 

N３ 設計繰返し回数（回） 1 

ΣNｉ／NＳｉ（i＝1～3） 疲労累積係数 
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7. 電気配線貫通部

7.1 概要 

電気配線貫通部の 200℃，2Pd 環境下における健全性を確認する。 

電気配線貫通部は，高圧用と低圧用の構造上 2 種類に大別される。高圧

用電気配線貫通部の構造図を第 7-1 図，低圧用電気配線貫通部の構造図を

第 7-2 図に示す。 

高圧用電気配線貫通部は，モジュールがヘッダに溶接されており，モジ

ュール内に封入されたＥＰゴム，スリーブ及びアダプタにより気密性を維

持する構造となっている。 

低圧用電気配線貫通部は，ヘッダとモジュール固定部のＯリング（ＥＰ

ゴム），モジュール内に封入されたエポキシ樹脂，スリーブ及びアダプタに

より気密性を維持する構造となっている。 

上記を踏まえ，以下の構成で健全性を確認する。 

7.2 項では，電気配線貫通部（アダプタ）の構造健全性を確認する。 

7.3 項では，電気配線貫通部（ヘッダ）の構造健全性を確認する。 

7.4 項では，電気配線貫通部（モジュール）のシール部の機能維持を

確認する。 

なお，スリーブについては，配管貫通部（スリーブ）の評価において

評価している。 
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第 7-1 図 高圧用電気配線貫通部構造図 

第 7-2 図 低圧用電気配線貫通部構造図 
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7.2 電気配線貫通部（アダプタ） 

7.2.1 評価方針 

アダプタの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲労破壊，

座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd の

条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返し荷

重が作用しないこと，圧縮力がアダプタに生じないことから，脆性破壊

及び疲労破壊及び座屈は評価対象外とする。 

したがって，アダプタの機能喪失要因は，高温状態で内圧を受け，過

度な塑性変形による延性破壊が想定される。このため，200℃，2Pd での

アダプタの健全性評価について，第 7-1 表に示す評価方法により評価を

実施する。 

なお，電気配線貫通部は複数設置されているが，構造上は高圧用と低

圧用の 2 種類であることから，それぞれについて評価を実施する。 

7.2.2 評価 

アダプタについて，設計・建設規格に示される必要最小板厚の式を用

い許容圧力を求め，2Pd を上回ることを確認する。 

その際，部材に発生する応力強さの許容値は，今回の評価が設計基準

を超えた限界温度，圧力の評価であることを踏まえ，設計引張強さ（Su

値）に対する割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5 として評価

を行う。すなわち，部材に発生する応力 Pｍが 2／3Su 値以下であれば，

第 7-1 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

構造部 延性破壊 
設計・建設規格の評価式を準用

した評価 
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延性破壊に至らず，構造は健全で機能要求（放射性物質の閉じ込め機能）

を確保できる。この許容値の考え方は，設計・建設規格において示され

る原子炉格納容器（クラスＭＣ容器）の供用状態Ｄに対する許容値と同

じ考え方である（設計・建設規格 解説 PVB-3111 参照）。 

Su 値を算出する際の温度は，限界温度として設定した 200℃を用いる。 

(1) 計算に使用する記号の定義

アダプタの許容圧力の計算に使用する記号の定義について，以下に示

す。 

記号 単位 説明 

P MPa 圧力 

S MPa 
許容引張応力 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 

η － 継手効率 

t mm 板厚 

D０ mm アダプタの外径

(2) 許容圧力の計算方法

アダプタの許容圧力は，設計・建設規格の評価式を用いて計算する。

    ［設計・建設規格 解説 PVE-3611］ 

設計・建設規格の評価式を圧力について解くと 

上式を用いて，アダプタの許容圧力を計算する。 

t = 2 + 0.8
P = 2 0.8
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7.2.3 評価結果 

以下に示すとおり，アダプタの 200℃における許容圧力は 2Pd 以上で

ある。これより，200℃，2Pd の環境下で放射性物質の閉じ込め機能が確

保されることを確認した。 

アダプタ：ASME SA105（SF440A 相当）

許容圧力計算式：PVE-3611 を準用 

P ＝ 2Sηt ／ （Dｏ－0.8t） 

項 目 低圧用 高圧用 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2/3Su 値を使用）
267 267 

η 継手効率（－） 1.0 1.0 

t 板厚（mm） 

Dｏ アダプタ外径（mm）

P 200℃における許容圧力（MPa） 10.645 10.619 

低圧用：10.645[gage]MPa ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 

高圧用：10.619[gage]MPa ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 
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7.3 電気配線貫通部（ヘッダ） 

7.3.1 評価方針 

ヘッダの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲労破壊及

び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd の条件を考

慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返し荷重が作用

しないこと，脆性破壊及び疲労破壊は評価対象外とする。 

したがって，ヘッダの機能喪失要因は，高温状態で内圧を受け，過度

な塑性変形による延性破壊が想定される。 

このため，200℃，2Pd でのヘッダの健全性評価について，第 7-2 表に

示す評価方法により評価を実施する。 

なお，電気配線貫通部は複数設置されているが，構造上は高圧用と低

圧用の 2 種類であることから，それぞれについて評価を実施する。 

7.3.2 評価 

ヘッダについて，設計・建設規格に示される必要最小板厚の式を用い

許容圧力を求め，2Pd を上回ることを確認する。 

その際，部材に発生する応力強さの許容値は，今回の評価が設計基準

を超えた限界温度，圧力の評価であることを踏まえ，設計引張強さ（Su

値）に対する割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5 として評価

を行う。すなわち，部材に発生する応力 Pｍが 2／3Su 値以下であれば，

延性破壊に至らず，構造は健全で機能要求（放射性物質の閉じ込め機能）

第 7-2 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

構造部 延性破壊 
設計・建設規格の評価式を準用

した評価 
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を確保できると考える。この許容値の考え方は，設計・建設規格におい

て示される原子炉格納容器（クラスＭＣ容器）の供用状態Ｄに対する許

容値と同じ考え方である。（設計・建設規格 解説 PVB-3111 参照） 

Su 値を算出する際の温度は，限界温度として設定した 200℃を用いる。 

(1) 計算に使用する記号の定義

ヘッダの許容圧力の計算に使用する記号の定義について，以下に示す。 

記号 単位 説明 

P MPa 圧力 

S MPa 
許容引張応力 

（200℃における 2/3Su 値を使用） 

K － 平板の取付方法による係数 

t mm 板厚 

d mm 平板の径または最少内のり 

(2) 許容圧力の計算方法

ヘッダの許容圧力は，設計・建設規格の評価式を用いて計算する。

  ［設計・建設規格 解説 PVE-3410］ 

設計・建設規格の評価式を圧力について解くと 

上式を用いて，ヘッダの許容圧力を計算する。 

t = d
P =
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(3) 穴の補強計算

東海第二発電所に設置されている電気配線貫通部のヘッダにはモジュ

ール取付用の貫通穴があるため，既工事計画認可申請書の強度計算書と

同様に穴の補強を評価する。 

ここで、 

A0：補強に有効な面積 

Ar：補強に必要な面積 

dp：パイプの最大内径 

t0r：ヘッダの計算上必要な厚さ 

tpp：パイプの最小厚さ 

t0：ヘッダの厚さ 

Y：補強に有効な範囲 

 1：点検溝の幅 

 2：点検溝の深さ 

F：係数 

図 穴部の形状及び寸法（単位：mm）（既工事計画書より） 
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7.3.3 評価結果 

以下に示すとおり，ヘッダの 200℃における許容圧力は 2Pd 以上であ

る。これより，200℃，2Pd の環境下で放射性物質の閉じ込め機能が確保

されることを確認した。 

 

ヘッダの計算上必要な厚さ t0rは，設計建設規格 PVE-3410 より

= d 
  ＝14.49 ㎜ 

K：0.5（既工認より） 

P：0.62 MPa（＝2Pd） 

S：251 MPa（200℃における 2／3Su） 

ヘッダ：ASME SA182 Gr.F304（SUSF304 相当）

許容圧力計算式：PVE-3410 を準用 

P ＝ S／K×（t／d）２ 

項 目 低圧用 高圧用 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用）
251 251 

K 平板の取付方法による係数 0.33 0.33 

t 公称板厚（mm） 

d 平板の径または最小内のり（mm） 

P 200℃における許容圧力（MPa） 27.948 10.69 

低圧用：27.948MPa[gage] ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 

高圧用：10.69MPa[gage] ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 
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補強に必要な面積 Ar 

 Ar＝dp・t0r・F＝  ×14.49×1.0＝  mm2 

補強に有効な面積 A0 

 A0＝（2Y-dp-2tpp）（t00-t0r）-2 1・ 2

＝（2×  -  - 2× ）×（ -14.49）-2× ×

 ＝  mm2 

よって A0＞Ar/2＝  mm2 

であり，穴の補強は十分である。 

111



7-11 

7.4 電気配線貫通部（モジュール） 

7.4.1 評価方針 

モジュールのシール材には，高圧用モジュールにはＥＰゴム，低圧用

モジュールには，エポキシ樹脂及びＥＰゴムを使用しているため，高温

劣化によるシール機能の低下が想定される。 

なお，モジュールの接合部は，原子炉格納容器貫通部付け根から十分

距離を確保し，原子炉格納容器胴側の変形影響が減衰する位置に設けて

いることから，200℃，2Pd による格納容器胴側の不均一な変形に伴う影

響は及ばない。 

このため，200℃，2Pd でのモジュールの健全性確認について，第 7-3

表に示す評価方法により評価を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 7-3 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

シール部 

（モジュール） 
シール材劣化 試験結果等を用いた評価 
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7.4.2 評価 

(1) 電気ペネ共研の試験結果を用いた評価

電気ペネ共研において，LOCA 時の圧力，温度条件を超える条件下での，

電気配線貫通部の知見を得るため，東海第二発電所を含む国内 BWR 電力

実機の電気配線貫通部の構造を反映した試験体を用い，電気配線貫通部

モジュールの気密性能について検証を行っている。第 7-3 図に電気ペネ

共研の試験概要図を，第 7-4 表，第 7-4 図及び第 7-5 図に試験結果を示

す。 

試験結果より，高圧用モジュールのＥＰゴムシール部は 194℃／62 時

間，低圧用モジュールの樹脂シール部は 137℃／62 時間の熱劣化に対し

て，漏えいがないことが確認できている。 

なお，本試験においては，放射線による照射が行われていないが，電

気ペネトレーションの二次シール部は格納容器本体から離れた位置に取

り付けられ，スリーブ周囲は遮へい壁で覆われていることから，温度と

同様に格納容器内の積算線量に比べ小さいものと考える。 

したがって，実機においてもシール部の耐性に対し有意な影響を及ぼ

さない範囲と考えられるため，シール部の劣化要因としては温度が主要

なパラメータであると考える。 

第 7-3 図 電気ペネ共研の試験概要 
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第 7-4 図 高圧用モジュール試験体 温度分布図 

第 7-5 図 低圧用モジュール試験体 温度分布図 

二次シール部：44℃ 一次シール部：194℃

第 7-4 表 電気ペネ共研の試験結果 

種類 
試験条件 シール部温度(℃)／漏えい有無

雰囲気 温度(℃) 圧力(MPa) 放射線照射 時間(h) 一次シール 二次シール 

高圧 乾熱 200(220)※ (0.61～0.79)※ なし 62 194/漏えいなし 44/漏えいなし

低圧 乾熱 200(220)※ (0.60～0.81)※ なし 62 137/漏えいなし 68/漏えいなし

※：（）内は記録グラフからの読み取り値 
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(2) 過去の環境試験結果を用いた評価

過去の電気配線貫通部の環境試験では，電気配線貫通部（高圧用）及

び電気配線貫通部（低圧用）を対象として，冷却材喪失事故模擬試験が

実施されており，健全性が確認されている。第 7-6 図及び第 7-7 図に試

験装置の概要図，第 7-8 図に冷却材喪失事故模擬試験における二次シー

ル部の温度測定結果を示す。

第 7-6 図及び第 7-7 図に示すとおり，試験においては電気ペネモジュ

ールとカバーのみの構成であり，実機に比べ簡略的な構造である。その

ため，実機に比べカバー外側からの入熱量が多く，結果として二次シー

ル部の温度が実機に比べ高くなる傾向にあるものと考えられる。一方，

電気ペネ共研における試験は電気ペネトレーションの接続箱内を加熱す

る構造であり，モジュール部への伝熱の観点からはより実機に即した構

造であると言える。 

したがって，格納容器内環境が 200℃となった場合の実際の温度は電

気ペネ共研の温度（高圧用 44℃，低圧用 68℃）で得られた結果が実機に

則したものあると考えていること及び本試験において原子炉格納容器内

を模擬した電気ペネ共研の試験（二次シール部において高圧用 44℃，低

圧用 68℃）よりも厳しい温度条件下で，13 日間のシール機能の健全性が

確認された結果から，格納容器が 200℃の状況において格納容器閉じ込

め機能が確保できると考える。 
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第 7-6 図 冷却材喪失事故模擬試験の試験概要図（高圧用） 

第 7-7 図 冷却材喪失事故模擬試験の試験概要図（低圧用） 
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第7-8図 冷却材喪失事故模擬試験温度測定結果 

なお，第 7-8 図で示した試験については，経年劣化を踏まえた冷却材

喪失事故模擬試験であり，劣化を考慮して第 7-5 表に示す試験を実施し

ている。 

第7-5表 劣化を考慮した試験方法 

No 試験項目 試験方法 

１ サーマルサイクル

試験 

ペネトレーションを冷熱装置内に設置し，60 サイク

ルのサーマルサイクルを放射線照射試験の前後2 回

実施。1サイクルは  を  時間で変

化させている。 

２ 放射線照射試験 ペネトレーションが40 年間の運転期間及び冷却材

喪失事故時に受ける放射線を考慮し照射線量

として試験を実施。 

３ 熱劣化試験 加熱促進により，40 年間に相当する加速熱劣化とし

て を加える。 

これらのことから，原子炉格納容器に使用されているシール材は，運転中

の環境を考慮しても事故時に耐漏えい性能を確保されるものと考えられる。 
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(3) ＮＵＰＥＣの試験結果を用いた評価

ＮＵＰＥＣ試験において，実機を模擬したモジュール試験体を使用し

て，高温時におけるシール部の漏えい確認試験が行われている。第 7-6

表に試験結果，第 7-7 図に漏えい発生温度の圧力依存性を示す。 

漏えい発生温度は，圧力が 0.4MPa～1.0MPa の範囲においては，圧力に

依存せず，ほぼ一定となることが報告されている。 

また，放射線照射の影響については，エポキシ樹脂に 800kGy の放射線

照射を行った場合においても，放射線照射を行わなかった場合に比べ，

シート部からの漏えい発生温度が著しく低くなることはなかった。

第 7-6 表 漏えい発生条件確認試験結果 

種類 雰囲気 圧力(MPa) 放射線照射量(kGy) 漏えい発生温度(℃)

高圧用 蒸気 0.8 800 400℃まで漏えいなし

低圧用 

蒸気 0.4 800 284 

蒸気 0.8 800 284～303 

蒸気 0.8 なし 285 

蒸気 1.0 なし 266 

第 7-7 図 低圧モジュールの漏えい発生温度の圧力依存 
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7.4.3 評価結果 

モジュールについては，200℃，2Pd 環境下でも，放射性物質の閉じ込

め機能を維持できる。 
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参考資料 9 

トップヘッドフランジ等の開口量評価について

（１）トップヘッドフランジの開口量評価における製作公差等の影響について

原子炉格納容器フランジ部の閉じ込め機能評価については，フランジ開

口量評価と改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみ特性を組み合わせる

ことで評価している。トップヘッドフランジの開口量評価を第 1 図，改良

ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみ試験結果を第 1 表に示す。 

 

第 1 図 トップヘッドフランジの圧力と開口量の関係 

（東海第二発電所モデル，200℃） 

第 1 表 圧縮永久ひずみ試験※1結果（改良ＥＰＤＭ製） 

試験温度 200℃ 

構造部放射線照射量 

試験雰囲気 蒸気 

試験時間 168h 

ひずみ率※2 ※3 

※1 JIS K 6262 に従い実施

※2 試料を圧縮し完全に回復した状態が 0％，全く回復しない状態が 100％

※3 の平均値 
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第1図の開口量評価線図で設定している許容開口量は，格納容器内温度200℃

の状態を 7 日間経過した際のシール材復元量が，フランジ開口量に追従できな

くなる限界であり，格納容器限界温度・圧力である 200℃，2Pd に対して，シー

ル材機能は余裕があることを示している。 

なお，原子炉格納容器のトップフランジについては，技術基準規則第４４条

に要求される単体の漏えい試験を可能とするように，内側ガスケットと外側ガ

スケットの間に加圧空間を有した二重シール構造を採用している。格納容器バ

ウンダリに要求される事故時の閉じ込め機能維持の観点からは，内外どちらか

のシール部の機能が保たれていればよく，さらに一方のシール機能が喪失する

まではもう一方のシール部は直接事故時環境に晒されるものでない。このため，

本評価ではフランジの内側シール材の追従性が失われた時を機能喪失とみなし

た評価であるが，実際には外側シール材の追従性が失われるまでは閉じ込め機

能を確保できる。しかしながら，外側シール材部の開口量は内側シール材部と

比較して小さいこともあり，本評価では保守的に格納容器の内側シール部の閉

じ込め機能を評価した。 

開口量評価については，フランジ開口量とシール材復元量を比較しているが，

シール部を構成する部位の製作公差（フランジの製作公差，シール材の製作公

差等），シール部の構成材料の熱膨張，材料物性のばらつきを考慮したひずみ率

を踏まえ，保守的な評価を次に示す。なお，製作公差のうち，ガスケットの寸

法公差は，最小側を 0 と設計変更し，製作公差を考慮しても，公称値以上の寸

法となるように管理する。 

以上の考え方を第 2 表に整理する。  
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第 2 表 シール部の構造，寸法及び材料のばらつきを考慮した評価の考え方 

評価項目 評価内容 考え方 

シール部を構

成する部位の

製作公差 

二乗和平方根の

採用 

・機器の寸法公差は，一般的に独立した値

を組み合わせて使用する場合，各々の寸

法公差の二乗和平方根を用いて，算出す

る。 

ガスケットの

製作公差 

ガスケット設計

の変更 

・トップヘッドフランジ部のガスケットに

ついて，製作公差の最小側を 0 と設計変

更し，製作公差を考慮しても，公称値以

上の寸法となるように管理するため，上

記のシール部の公差に反映する。 

シール部の構

成材料の熱膨

張 

材料の熱膨張を

考慮 

・開口量評価は，200℃におけるシール部

の評価であることから，構成材料の熱膨

張を考慮した。 

ガスケットの

ひずみ率 

材料物性のばら

つきの考慮した

ひずみ率を採用

・ＪＩＳ K 6262 の結果に基づき，ひずみ

率 をより厳しい値とするため，圧縮

永久ひずみ試験の結果に，統計学的なば

らつきを考慮したひずみ率の設定 

 

ひずみ率は，第 2 表の考え方に記載の通り，圧縮永久ひずみ試験の結果に，

統計学的なばらつきを考慮したひずみ率の設定とする。設定方法は，ＪＩＳ K 

6262 の結果に基づき，ひずみ率 と類似の条件にて実施した試験結果を抽

出し，試験片数を増やして統計学的なばらつきを考慮した圧縮永久ひずみ率

を算出した。抽出したデータを追加した統計学的なばらつきの評価結果を第

3 表に示す。追加抽出したデータは No.2～4 の 3 回分（9 個）であり，雰囲気，

温度・劣化時間，照射時間を変えて実施した試験のうち，雰囲気，温度・劣

化時間が同一であるものを選定した。なお，試験 No.1 は，ひずみ率 を

設定した試験データである。 

第 3 表に示すとおり，試験回数 4 回分，合計 12 個の試験データに基づく統

計学的なばらつきを考慮したひずみ率を算出した結果，圧縮永久ひずみ率の
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最大値は であった。 

第 3 表 統計学的に算出した圧縮永久ひずみ率 

試験 No. ひずみ率 平均値 標準偏差σ 平均値＋2σ 

1 

2 

3 

4 

注記：試験条件は以下の通り 

雰囲気：蒸気環境（試験 No.1～4） 

温度・劣化時間：200℃・168 時間（試験 No.1～4） 

照射線量：

圧縮永久ひずみ試験：ＪＩＳ K 6262 に基づき実施（試験 No.1～4） 

本評価における圧縮永久ひずみのばらつきは，重大事故環境を考慮したひ

ずみ率を確認するため，原子力プラント特有の条件として の放射線量

を照射した後，圧縮状態で 200℃の飽和蒸気環境にて 168 時間劣化させた状
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態での測定値であり，改良型ＥＰＤＭ製シール材の使用温度範囲外で実施し

た過酷な環境下での試験であることから，ひずみ率のばらつきの幅が大きく

出たものと考えられる。なお，改良ＥＰＤＭ材のメーカーカタログ値として

記載されている圧縮永久ひずみ 試験条件 1 ）の試験時は，

測定値のばらつきが 程度であり，重大事故環境における試験で生じたば

らつきと有意な差はない。 

第 2 表に基づき，シール部を構成する部位の製作公差等を考慮したトップ

ヘッドフランジの開口量評価を実施する。

製作公差がトップヘッドフランジの開口量評価に影響する箇所は，シール

材を締め付ける部位の開口方向の製作公差であるため，ガスケット溝深さ，

タング部高さ及びガスケット高さが該当する（第 2 図参照）。これらの製作公

差を第 4 表に示す。 
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第 4 表 製作公差を考慮したガスケットの押し込み量 

部位 公称値 公差（絶対値） 

フランジ溝深さ

タング部高さ

ガスケット高さ 

バックアップシール厚さ

ガスケット押し込み量 

表 2 より，製作公差を考慮したガスケットの押し込み量は， 

（公称値）－ （公差）＝ と評価できる。 

 

第 2 図 製作公差の概要（赤点線：製作公差のイメージ） 

また，各部位の熱膨張を考慮した寸法を第 5 表に示す。これらの製作公差

の概要を第 3 図に示す。 

フランジガスケット部詳細

上蓋側フランジ 

本体側フランジ 

ガスケット 

フランジ

溝深さ
ガスケット 

高さ 
タング部高さ （－） 

（－） 

タング部
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第 5 表 各部位の熱膨張を考慮した寸法 

部位 基準寸法 熱膨張変位 

フランジ溝深さ

タング部高さ

ガスケット高さ 

熱膨張変位合計 

 

第 3 図 熱膨張変位の概要（赤点線：熱膨張のイメージ） 

熱膨張量ΔL の評価式は以下の通り 

 ΔＬ＝Ｌ×α×Δｔ 

ここに， 

Ｌ：基準寸法(mm) 

α：材料の熱膨張係数(mm/mm･℃) 

鋼材＝11.85×10-6，ガスケット＝

Δｔ：据付状態から評価温度までの温度差(℃)(＝200－ ＝ ) 

第 5 表より，熱膨張を考慮したガスケットの押し込み量は，製作公差を考

慮したガスケットの押し込み量より， ＋ ＝ と評価できる。

タング部

フランジガスケット部詳細

上蓋側フランジ 

本体側フランジ 

ガスケット 

フランジ

溝深さ
ガスケット 

高さ 
タング部高さ

（－） 

（＋） 

（＋） 
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次に実機フランジ模擬試験においては，高温での試験を実施する前段階と

して，予備加圧にて徐々に調整シム量を少なくしていき，ガスケットからの

漏えいが起こらない状態を押し込み量 0mm と定義していることから，漏えい

が起こらなくなった時点においては，調整シムの最小厚さである のガ

スケット押し込み量が発生する恐れがある。

上記より，実機フランジ模擬試験で想定されるガスケット押し込み量は，

製作公差及び熱膨張を考慮したガスケットの押し込み量より， －

＝ と評価できる。 

以上の結果から，シール部の構造，寸法及び材料のばらつきを考慮した評

価は第 6 表の通りとなり，ばらつきを保守側に積み上げて評価した場合にお

いても，内側・外側ともシール機能は維持されることを確認した。 

第 6 表 シール部の構造，寸法及び材料のばらつきを考慮した評価結果 

評価 押し込み量 ひずみ率 
許容 

開口量 

開口量

(2Pd) 
評価結果 

公称値 
内側 ○ 

外側 ○ 

評価値 

内側 ○ 

外側 ○ 
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（２）トップヘッドフランジの施工管理について

実機のトップヘッドフランジにおいては，定期検査におけるトップヘッ

ドフランジ閉鎖時に，決められたトルクでボルトを締め付けることが要領

書で定められていること，異物の噛み込みや予期せぬフランジの変形等に

よる隙間が生じていないことを の隙間ゲージが挿入できないこと

をもって確認していることから，作業者の技量によってガスケットの押し

込み量が変動することは考え難く，作業管理における品質は維持できると

考える。トップヘッドフランジ部の構造を第 4 図に示す。上蓋側フランジ

と本体側フランジのフランジ面を隙間が無いように据え付けることで，タ

ング（突起）によるガスケット押し込み量 が確保出来る構造となっ

ている。 

 

第 4 図 トップヘッドフランジ部の構造 

A 部 
A 部詳細 

格納容器本体 

（トップヘッド）

フランジ

ガスケット

格納容器本体 

（ドライウェル） 

ボルト

（トルク管理）

フランジガスケット部詳細

上蓋側フランジ 

本体側フランジ 

ガスケット 

フランジ面（面間管理）

押し込み量 タング
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また，トップヘッドフランジの溝及びタング（突起）については，定期

検査の開放時に手入れを実施しているが，溝やタングを傷つけないような

素材で手入れを行っていること，外観目視点検を開放の都度行い傷や変形

がないことを確認していること，定期検査毎に原子炉格納容器全体の漏え

い率検査及びトップヘッドフランジ部のみのリークテストを実施しており，

有意な変動のないことを確認していることから，トップヘッドフランジの

溝及びタングは気密性を維持していると考える。原子炉格納容器全体漏え

い率検査実績及びトップヘッドフランジ部リークテスト実績を第 5 図，第

6 図に示す。 

第 5 図 原子炉格納容器全体漏えい率検査実績 

第 6 図 トップヘッドフランジ部リークテスト実績 
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（３）トップヘッドフランジ以外の開口量評価における製作公差等の影響につ

いて

トップヘッドフランジの開口量評価（（１）にて記載）と同様に，原子炉

格納容器バウンダリ構成部として，評価対象としている機器搬入用ハッチ，

サンプレッション・チェンバアクセスハッチ，所員用エアロックについて

も開口量評価を実施する。評価結果は，第 7 表から第 18 表の通りであり，

製作公差を考慮しても閉じ込め機能が維持できる。 

第 7 表 機器搬入用ハッチのガスケット押し込み量 

部位 公称値 公差（絶対値） 

フランジ溝深さ

タング部高さ

ガスケット高さ 

バックアップシール厚さ - 0.01mm 

ガスケット押し込み量 

第 8 表 機器搬入用ハッチの各部位の熱膨張を考慮した寸法 

部位 基準寸法 熱膨張変位 

フランジ溝深さ

タング部高さ

ガスケット高さ 

熱膨張変位合計 
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第 9 表 機器搬入用ハッチの開口量評価結果 

評価 押し込み量 ひずみ率
許容 

開口量 
開口量 評価結果

公称値 内側 ○ 

外側 ○ 

評価値 内側 ○ 

外側 ○ 

※実機フランジ模擬試験で想定されるガスケット押し込み量を含む

第 10 表 サプレッション・チェンバアクセスハッチのガスケット押し込み量 

部位 公称値 公差（絶対値） 

フランジ溝深さ

タング部高さ

ガスケット高さ 

バックアップシール厚さ - 0.01mm 

ガスケット押し込み量 

第 11 表 サプレッション・チェンバアクセスハッチの各部位の熱膨張を考慮した

寸法 

部位 基準寸法 熱膨張変位 

フランジ溝深さ

タング部高さ

ガスケット高さ 

熱膨張変位合計 
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第 12 表 サプレッション・チェンバアクセスハッチの開口量評価結果 

評価 
押し込み

量 
ひずみ率 

許容 

開口量 
開口量 評価結果

公称値 内側 ○ 

外側 ○ 

評価値 内側 ○ 

外側 ○ 

※実機フランジ模擬試験で想定されるガスケット押し込み量を含む

第 13 表 所員用エアロックのガスケット押し込み量 

部位 公称値 公差（絶対値） 

フランジ溝深さ

タング部高さ

ガスケット高さ 

ガスケット押し込み量 

第 14 表 所員用エアロックの各部位の熱膨張を考慮した寸法 

部位 基準寸法 熱膨張変位 

フランジ溝深さ

タング部高さ

ガスケット高さ 

熱膨張変位合計 

第 15 表 所員用エアロックの開口量評価結果 

評価 
押し込み

量 
ひずみ率 

許容 

開口量 
開口量 評価結果

公称値 ○ 

評価値 ○ 

※実機フランジ模擬試験で想定されるガスケット押し込み量を含む
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第 16 表 閉止板（X-28）のガスケット押し込み量 

部位 公称値 公差（絶対値） 

フランジ溝深さ

タング部高さ

ガスケット高さ 

ガスケット押し込み量 

第 17 表 閉止板（X-28）の各部位の熱膨張を考慮した寸法 

部位 基準寸法 熱膨張変位 

フランジ溝深さ

タング部高さ

ガスケット高さ 

熱膨張変位合計 

第 18 表 閉止板（X-28）の開口量評価結果 

評価 
押し込み

量 
ひずみ率 

許容開口

量 
開口量 評価結果

公称値 内側 ○ 

外側 ○ 

評価値 内側 ○ 

外側 ○ 

※実機フランジ模擬試験で想定されるガスケット押し込み量を含む
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（４）実機フランジ計測結果を考慮したトップヘッドフランジ部の開口量評価

について

トップヘッドフランジのシール部は，製作公差を考慮した場合の許容開

口量と開口量の比較において，内側シール部の裕度が小さいことから，実

機フランジ（サプレッション・チェンバアクセスハッチ）の寸法測定を実

施し，製作寸法の誤差を確認した。サプレッション・チェンバアクセスハ

ッチの構造図を第 7 図に，フランジ部の寸法測定結果を第 19 表に示す。 

サプレッション・チェンバアクセスハッチの実機フランジ寸法測定の結

果，製作公差（  ）に対し，シール部が開口となる方向の製

作寸法の誤差は 以内であった。 

サプレッション・チェンバアクセスハッチシール部のガスケット溝及び

タング（突起）は，トップヘッドフランジのガスケット溝及びタング（突

起）と設計メーカ，設計，製作方法及び材質は同じであり，機械加工の精

度も同等であると考えられることから，製作寸法の誤差についても同等で

あると考える。 

サプレッション・チェンバアクセスハッチの製作寸法の誤差は，

であり，設計の製作公差を用いてシール部の公差を とした評価は，

実機フランジのシール部に対して保守的な評価であると評価できる。 

参考として，サプレッション・チェンバアクセスハッチと同程度の製作

寸法の誤差があると仮定し，サプレッション・チェンバアクセスハッチの

実機フランジ寸法測定結果からトップヘッドフランジについて開口量評価

を行った。 

評価の結果，トップヘッドフランジの内側シール部における許容開口量

は第 20 表に示すとおり， であり，開口量に裕度があることを確認

した。 
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第 19 表 サプレッション・チェンバアクセスハッチフランジ部測定結果 

測定 

箇所

設計値

[mm]

測定結果 [mm]

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

内側 外側 内側 外側 内側 外側 内側 外側 内側 外側 内側 外側 内側 外側 内側 外側

溝深さ 

タング高さ 

第 20 表 トップヘッドフランジ開口量評価 

押し込み
量

（公称値）

シール部の
公差

熱膨張
調整 

シム量
ひずみ率 許容開口量

開口量
（2Pd）

内側 

シール部

外側 

シール部

＜評価条件＞ 
・ガスケット寸法：

・シール部の公差：S/C アクセスハッチの実測値使用
バックアップシール有 

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

第 7 図 サプレッション・チェンバアクセスハッチ 構造図 

計測箇所 

フランジガスケット部詳細

：熱膨張のイメージ
フランジガスケット部詳細

タング部
ガスケット

フランジ
溝深さ ガスケット高さ

タング部高さ

（－）

（＋）

（＋）

円筒胴

鏡板
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（４）開口量評価における保守性について

第 21 表に示すとおり，ＦＥＭ解析による開口量評価おいては，構造物の

剛性や強度が実機に比べ低めとした評価としていることや許容開口量の算

出において，圧縮永久ひずみ試験は実機よりも劣化に対して保守性がある

評価であるが，実機フランジ模擬試験において試験装置等の誤差があるこ

とや実機フランジ締付時の面間管理（隙間ゲージ挿入による管理）には実

機フランジでのガスケット押し込み量に対し不確実さがある。 

今後，ガスケットの増厚を検討し，裕度を確保することとする。 

第 21 表 開口量評価における保守性 

項目 保守性 備考 

開
口
量 

ＦＥＭ 

解析 

・構造物に設けられているリブを無視す

るなど，実際の構造物よりも剛性を低

く見積もっている。 

・実機フランジ締付け

時の面間管理（隙間

ゲージ挿入による管

理）において隙間ゲ

ージの厚さ以下の隙

間は把握できていな

い。

・材料物性値を規格値ベースとすること

で，強度を低めに見積もっている。 

・フランジが閉じる方向に作用する自重

を考慮していない。 

許
容
開
口
量 

漏えい 

限界 

・既往知見で得られたガスケット自身の

変形によるセルフシール性については

評価に反映されない。 

・実機フランジ模擬試

験において，試験装

置等の製作誤差は把

握できていない。

ひずみ率 ・実機のガスケットは底面・側面が溝と

接しているのに対し，圧縮永久ひずみ

試験は，試験体の側面全体が直接蒸気

環境下に晒されるため，ひずみ試験か

ら得られたひずみ率は材料の劣化を保

守側に見積もっている。

・実機ガスケット全体のうち，タング部

で圧縮している部分は局所的であり，

圧縮されていない部分が大部分残存し

ているため，タング押し込み部の復元

量は，圧縮されていない部分のゴム弾

性の寄与も想定される。
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参考資料 26 

原子炉格納容器貫通部リスト（1／8） 

分類 
貫通部 

No. 
用 途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 

[mm] 

厚さ t 

[mm] 
t／D 

高 さ 

〔EL〕 
角度 

ハ
ッ
チ 

X-15 ｲｸｲﾌﾟﾒﾝﾄﾊｯﾁ 3658 －※ －※ 

X-16 ﾊﾟｰｿﾈﾙ・ｴｱ・ﾛｯｸ 2400 －※ －※ 

X-28 CRD ﾊｯﾁ 609.6 31.0 0.051 

X-51 ｱｸｾｽﾊｯﾁ 1982 －※ －※ 

※当該貫通部は，配管貫通部以外の評価対象であり，代表性として不要な情報であるた

め，「－」とする。

分類 
貫通部 

No. 
用 途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 
厚さ t

[mm] 
t／D 

高 さ 

〔EL〕 
角度 

プ
ロ
セ
ス
配
管
貫
通
部
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）

X-2 RPV ﾍｯﾄﾞｽﾌﾟﾚｲ 22B 29.0 0.052 

X-3

ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ排気系

2-26B-12,2-26V-

9,150,153

20B 26.2 0.052 

X-5 RCW 送り(2-9V33) 8B 12.7 0.059 

X-6 HPCS 28B 39.0 0.055 

X-7 予備 12B 17.4 0.055 

X-8 LPCS 28B 39.0 0.055 

X-11A RHR(A) 16B 21.4 0.053 

X-11B RHR(B) 16B 21.4 0.053 

X-12A LPCI(A) 28B 39.0 0.055 

X-12B LPCI(B) 28B 39.0 0.055 

X-12C LPCI(C) 28B 39.0 0.055 

X-13 SLC 10B 15.1 0.056 

X-14 CUW ﾎﾟﾝﾌﾟ吸込 22B 29.0 0.052 

X-17A FDW（to RPV） 36B 51.0 0.056 

X-17B FDW（to RPV） 36B 51.0 0.056 
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原子炉格納容器貫通部リスト（2／8） 

分類 
貫通部 

No. 
用 途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 
厚さ 

[mm] 
t／D 

高 さ 

〔EL〕 
角度 

プ
ロ
セ
ス
配
管
貫
通
部
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）

X-18A MS（to Turbin） 44B 51.0 0.046 

X-18B MS（to Turbin） 44B 51.0 0.046 

X-18C MS（to Turbin） 44B 51.0 0.046 

X-18D MS（to Turbin） 44B 51.0 0.046 

X-19A RHR SDC 戻り 28B 39.0 0.055 

X-19B RHR SDC 戻り 28B 39.0 0.055 

X-20 RHR SDC 36B 51.0 0.072 

X-21
蒸気（to RCIC 

Turbin） 
26B 39.0 0.059 

X-22 復水ﾄﾞﾚﾝ 12B 17.4 0.055 

X-26 予備 16B 21.4 0.053 

X-43 予備 6B 11.0 0.067 

X-46 RCW 戻り(2-9V30) 8B 12.7 0.059 

X-52A FCS(A)＆予備 20B 26.2 0.052 

X-52B FCS(B)＆予備 20B 26.2 0.052 

X-53

ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ給気系

2-26B-2,9/2-26V-

16

20B 26.2 0.052 

X-55 N2 ｶﾞｽ供給系＆FPC 10B 15.1 0.056 

X-56
予備＆N2 ｶﾞｽ供給

系,DHC 
26B 39.0 0.059 

X-57
FP 系＆N2 ｶﾞｽ供給

系 
18B 23.8 0.052 

X-58 補給水系 18B 23.8 0.052 

X-76 to FCS(A) 10B 15.1 0.056 

X-81 予備 1 1/2B 5.1 0.105 

X-107B DHC 入口 12B 17.4 0.055 
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原子炉格納容器貫通部リスト（3／8） 

分類 
貫通部 

No. 
用 途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 
厚さ 

[mm] 
t／D 

高 さ 

〔EL〕 
角度 

プ
ロ
セ
ス
配
管
貫
通
部
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
） 

X-4 RCIC 14B 19.0 0.053 

X-23 FLOOR DRAIN SUMP 3B 7.6 0.085 

X-24
EQUIPMENT DRAIN 

SUMP 
3B 7.6 0.085 

X-25A RHR(A) 4B 8.6 0.075 

X-25B RHR(B) 4B 8.6 0.075 

X-31 HPCS SUCTION 24B 31.0 0.051 

X-32 RHR(B) SUCTION 24B 31.0 0.051 

X-33 RCIC SUCTION 8B 12.7 0.059 

X-34 LPCS SUCTION 24B 31.0 0.051 

X-35 RHR(A) SUCTION 24B 31.0 0.051 

X-36 RHR(C) SUCTION 24B 31.0 0.051 

X-47 RHR(A),RCIC 16B 21.4 0.053 

X-48 RHR(B),ML 16B 21.4 0.053 

X-49 HPCS TEST 12B 17.4 0.055 

X-59 予備 16B 21.4 0.053 

X-60
RHR(A)Hx 安全弁排

気の閉止 
18B 23.8 0.052 

X-62
RHR(B)Hx 安全弁排

気の閉止 
18B 23.8 0.052 

X-63 LPCS TEST,RHR(A) 12B 17.4 0.055 

X-77 RCIC 2B 5.5 0.091 

X-78 OIL DRAIN SUMP 3B 7.6 0.085 

X-79

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ排

気系(AC 系)

2-26B-10,11,2-

26V152,155

20B 26.2 0.052 

X-80

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ給

気系(AC 系)

2-26B-3,4,5,6,7

2-26V-

18,19,69,70

20B 26.2 0.052 
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原子炉格納容器貫通部リスト（4／8） 

分類 
貫通部 

No. 
用 途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 
厚さ 

[mm] 
t／D 

高 さ 

〔EL〕 
角度 

電
気
計
装
用
貫
通
部
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）

X-9A CRD 引抜 1B 4.5 0.132 

X-9B CRD 引抜 1B 4.5 0.132 

X-9C CRD 引抜 1B 4.5 0.132 

X-9D CRD 引抜 1B 4.5 0.132 

X-10A CRD 挿入 1B 4.5 0.132 

X-10B CRD 挿入 1B 4.5 0.132 

X-10C CRD 挿入 1B 4.5 0.132 

X-10D CRD 挿入 1B 4.5 0.132 

X-27A
移動式炉心内校

正装置ﾄﾞﾗｲﾌﾞ 
1 1/2B 5.1 0.105 

X-27B
移動式炉心内校

正装置ﾄﾞﾗｲﾌﾞ 
1 1/2B 5.1 0.105 

X-27C
移動式炉心内校

正装置ﾄﾞﾗｲﾌﾞ 
1 1/2B 5.1 0.105 

X-27D
移動式炉心内校

正装置ﾄﾞﾗｲﾌﾞ 
1 1/2B 5.1 0.105 

X-27E
移動式炉心内校

正装置ﾄﾞﾗｲﾌﾞ 
1 1/2B 5.1 0.105 

X-27F
移動式炉心内校

正装置ﾄﾞﾗｲﾌﾞ 
1 1/2B 5.1 0.105 

X-29A
γﾗｼﾞｴｰｼｮﾝｾﾝｻ 

CH-A 
10B 15.1 0.056 

X-29B
γﾗｼﾞｴｰｼｮﾝｾﾝｻ 

CH-B 
10B 15.1 0.056 

X-29C
AC,PASS,CAMS,RP

V ﾌﾗﾝｼﾞﾘｰｸｵﾌ 
10B 15.1 0.056 

X-29D CAMS,PLR,MS 10B 15.1 0.056 

X-30 MS 10B 15.1 0.056 

X-37A
AC(2-

26V213,214) 
2B 5.5 0.091 

X-37B
ｼｰﾙﾍﾞﾛｰ L/T(2-

26V215,216)
2B 5.5 0.091 
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原子炉格納容器貫通部リスト（5／8） 

分

類 

貫通部 

No. 
用 途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 
厚さ 

[mm] 
t／D 

高 さ

〔EL〕
角度 

電
気
計
装
用
貫
通
部
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）

X-38 ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ圧力測定用,PLR,MS 10B 15.1 0.056 

X-39 NB/CRD-dp,HPCS-dp 10B 15.1 0.056 

X-40
ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ圧力測定

用,CAMS,MSPCV-L/T 盤 
10B 15.1 0.056 

X-41A RCIC 10B 15.1 0.056 

X-41B RCIC 10B 15.1 0.056 

X-42
ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ圧力測定用,MSIV-

LCS,MS 
10B 15.1 0.056 

X-44A J/P 10B 15.1 0.056 

X-44B J/P,PASS 10B 15.1 0.056 

X-44C J/P 10B 15.1 0.056 

X-44D J/P 10B 15.1 0.056 

X-54A ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ圧力測定用,PLR 10B 15.1 0.056 

X-54B PLR 10B 15.1 0.056 

X-54C
ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ圧力測定用

MSIV-LCS,PLR 
10B 15.1 0.056 

X-54D PLR 10B 15.1 0.056 

X-66A RHR,LPCS,ﾎﾞﾄﾑﾗｲﾅｰ L/T 盤 10B 15.1 0.056 

X-66B RHR 10B 15.1 0.056 

X-69A PLR HPU ﾗｲﾝ 10B 15.1 0.056 

X-69B PLR HPU ﾗｲﾝ 10B 15.1 0.056 

X-73 O2測定用 2B 5.5 0.091 

X-74 O2測定用,FP ﾓﾆﾀ 2B 5.5 0.091 

X-75 O2測定用 2B 5.5 0.091 

X-100A 中性子検出等 12B 17.4 0.055 

X-100B 中性子検出等 12B 17.4 0.055 

X-100C 中性子検出等 12B 17.4 0.055 

X-100D 中性子検出等 12B 17.4 0.055 
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原子炉格納容器貫通部リスト（6／8） 

分類 
貫通部 

No. 
用 途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 
厚さ 

[mm] 
t／D 

高 さ 

〔EL〕 
角度 

電
気
計
装
用
貫
通
部
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）

X-101A PLR ﾎﾟﾝﾌﾟ電源 18B 23.8 0.052 

X-101B PLR ﾎﾟﾝﾌﾟ電源 18B 23.8 0.052 

X-101C PLR ﾎﾟﾝﾌﾟ電源 18B 23.8 0.052 

X-101D PLR ﾎﾟﾝﾌﾟ電源 18B 23.8 0.052 

X-102A 指示＆制御 12B 17.4 0.055 

X-102B 指示＆制御 12B 17.4 0.055 

X-103 計測 12B 17.4 0.055 

X-104A CRD 位置指示用 12B 17.4 0.055 

X-104B CRD 位置指示用 12B 17.4 0.055 

X-104C CRD 位置指示用 12B 17.4 0.055 

X-104D CRD 位置指示用 12B 17.4 0.055 

X-105A 電源＆出力 12B 17.4 0.055 

X-105B 電源＆出力 12B 17.4 0.055 

X-105C 電源＆出力 12B 17.4 0.055 

X-105D 電源＆出力 12B 17.4 0.055 

X-106A 予備 12B 17.4 0.055 

X-106B 指示＆制御 12B 17.4 0.055 

X-107A 指示＆出力 12B 17.4 0.055 

X-84A 水位計 1B 4.5 0.132 

X-84B 水位計 1B 4.5 0.132 

X-84C 水位計 1B 4.5 0.132 

X-84D 水位計 1B 4.5 0.132 

X-85A 水位計 1B 4.5 0.132 

X-85B 水位計 1B 4.5 0.132 

X-86A 水位計 1B 4.5 0.132 

X-86B 水位計 1B 4.5 0.132 

X-86C 水位計 1B 4.5 0.132 

X-86D 水位計 1B 4.5 0.132 
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原子炉格納容器貫通部リスト（7／8） 

分類 
貫通部 

No. 
用 途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 
厚さ 

[mm] 
t／D 

高 さ 

〔EL〕 
角度 

電
気
計
装
用
貫
通
部

（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）

X-87 MS,炉心 dpt-N005 10B 15.1 0.056 

X-88 MS 10B 15.1 0.056 

X-89 MS,CUW,NB 10B 15.1 0.056 

X-90
ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ圧力測定

用,CAMS,MS
10B 15.1 0.056 

X-203 FCS 2B 5.5 0.091 
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原子炉格納容器貫通部リスト（8／8） 

分類 
貫通部 

No. 
用 途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 
厚さ 

[mm] 
t／D 

高 さ 

〔EL〕 
角度 

電
気
計
装
用
貫
通
部
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
） 

X-64A
ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ水

位測定用
2B 5.5 0.091 

X-64B
ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ水

位測定用
2B 5.5 0.091 

X-64C
ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ水

位測定用
2B 5.5 0.091 

X-64D
ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ水

位測定用
2B 5.5 0.091 

X-65 予備 2B 5.5 0.091 

X-67 予備 12B 17.4 0.055 

X-68 予備 2B 5.5 0.091 

X-70
ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ圧

力測定用
2B 5.5 0.091 

X-71A
真空破壊弁 N2 ｶﾞｽ

供給系 
10B 15.1 0.056 

X-71B
真空破壊弁 N2 ｶﾞｽ

供給系 
10B 15.1 0.056 

X-82 O2測定用 2B 5.5 0.091 

X-83
O2測定用,FP ﾓﾆ

ﾀ,PASS,CAMS
2B 5.5 0.091 

X-200A MSIV LCS 4B 8.6 0.075 

X-200B MSIV LCS 4B 8.6 0.075 

X-201A 予備 3B 7.6 0.085 

X-201B 予備 3B 7.6 0.085 

X-202A 予備 3B 7.6 0.085 

X-202B 予備 3B 7.6 0.085 

X-230 計測 12B 17.4 0.055 
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参考資料 27 

原子炉格納容器に接続される系統の健全性について

1. はじめに

200℃，2Pd の条件下において，原子炉格納容器に接続される系統

の健全性が維持できることを以下のとおり確認した。

2. 格納容器破損防止対策に使用される系統について

格納容器破損防止対策としては，下記条項に係る系統設備が使用

され，各々発生する事象に応じて使用される系統，設備が異なる。

第 49 条（原子炉格納容器内の冷却等のための設備）

対策：代替格納容器スプレイ系（常設及び可搬型）により，残

留熱除去系の格納容器スプレイ機能が喪失した場合で

も，格納容器内雰囲気の冷却・減圧・放射性物質の低減

機能を維持する。 

第 50 条（原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備）

対策：格納容器圧力逃がし装置により，格納容器内の圧力及び

温度を低下させることで，残留熱除去系が機能喪失した

場合でも，格納容器の過圧破損を防止する。 

第 51 条（原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備） 

対策：格納容器下部注水系（常設及び可搬型）により，格納容

器下部に落下した溶融炉心を冷却する。
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第 52 条（水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための

設備） 

対策：格納容器内の不活性化，水素濃度計による格納容器内水

素濃度の監視及び格納容器圧力逃がし装置による水素

ガスの格納容器外への排出により，格納容器内の水素爆

発を防止する。 

上記のうち，第 49 条，第 51 条，第 52 条に関連する系統について

は原子炉格納容器バウンダリ外より冷却水や不活性ガスをバウンダ

リ内へ注入する（押し込む）対策がとられるのに対し，第 50 条では

バウンダリ外へ内包ガスを放出，あるいは同バウンダリを跨いで系

統を構成（ＰＣＶバウンダリを拡大）し，原子炉格納容器内包流体を

循環させる対応がとられる。 

ここでは，第 50 条関連系統設備（原子炉格納容器の過圧破損を防

止するための設備）について 200℃，0.62MPa(2Pd)環境下での使用に

おける影響を検討する。 
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3. 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備（第 50 条）の健

全性について

3.1 格納容器圧力逃がし装置

格納容器圧力逃がし装置については，新設の系統設備であり，

系統を構成するフィルタ装置や弁・配管等については，いずれも

最高使用温度 200℃，最高使用圧力 0.62MPa[gage](2Pd)で設計す

ることとしている。したがって，原子炉格納容器が 200℃，2Pd

の環境にあっても，系統設備の健全性に問題はない。 

格納容器圧力逃がし装置の概要図を第１図に示す。

第 1 図 格納容器圧力逃がし装置  概要図
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3.2 代替循環冷却系

本系統は，サプレッション・プールを水源とし，代替循環冷却系

ポンプ，緊急用海水ポンプ及び残留熱除去系熱交換器Ａを使用し，

原子炉圧力容器へ注水するとともに，格納容器内にあるスプレイ

ヘッダよりドライウェル内に水をスプレイするものである。また，

緊急用海水ポンプによりサプレッション・プール水を残留熱除去

系熱交換器Ａにて冷却できるものである。 

主要機器の仕様を 3.2.1 項に，代替循環冷却系概要図を第 2 図

に示す。 

3.2.1 主要機器の仕様

(1) 代替循環冷却系ポンプ

種 類 ：うず巻形

容 量 ：約250m３／h 

全 揚 程 ：約120m 

最高使用圧力 ：3.45MPa[gage] 

最高使用温度 ：77℃

個 数 ：1

取 付 箇 所 ：原子炉建屋原子炉棟地下2階

原 動 機 出 力 ：約140kW 

(2) 残留熱除去系熱交換器Ａ

個 数 ：1

最高使用圧力  ：3.45MPa[gage] 

最高使用温度  ：249℃

伝 熱 容 量 ：19.4×10３ kW 

取 付 箇 所 ：原子炉建屋原子炉棟地下2階
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第2図 代替循環冷却系 概要図
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3.2.2 代替循環冷却系の健全性

代替循環冷却系の健全性について，「代替循環冷却系ポンプ

の健全性」，「残留熱除去系ポンプの健全性」，「シール材の

信頼性」の観点から評価する。なお，残留熱除去系熱交換器に

ついては，最高使用温度が 249℃で設計されているため，健全

性に問題はない。

(1) 代替循環冷却系ポンプの健全性

2Pdにおいては，サプレッション・プール水の温度は0.62MPa

（2Pd）における飽和温度167℃となる。サプレッション・プー

ル水は残留熱除去系ポンプを経由し，緊急用海水ポンプからの

海水を用いて残留熱除去冷却器Ａにて冷却後，代替循環冷却系

ポンプにて原子炉及びドライウェルに注水を行う。ここでは，

残留熱除去系熱交換器Ａにおいて冷却したサプレッション・プ

ール水の温度が，代替循環冷却系ポンプの最高使用温度77℃を

超えないことを確認する。評価条件は以下のとおり。

緊急用海水ポンプ流量 ：600m3/h 

代替循環冷却系ポンプ流量 ：250m3/h 

海水温度 ：32℃

サプレッション・プール水温度：167℃

上記の条件で残留熱除去系熱交換器出口温度を評価した結

果，出口温度は約70℃と評価され，代替循環冷却系ポンプの最

高使用温度77℃を下回る。なお，代替循環冷却系ポンプの運転

に伴うポンプ入熱による影響及びサプレッション・プール水中
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の核分裂生成物による発熱による影響については，代替循環冷

却系ポンプの入口側に残留熱熱交換器が設置されており，代替

循環冷却系ポンプの運転によって，残留熱除去系熱交換器によ

り冷却された水に入れ替わることから影響はないものと考え

る。 

以上より，2Pdの条件下においても，代替循環冷却系ポンプ

の健全性については問題ない。 

(2) 残留熱除去系ポンプの健全性

代替循環冷却系については，残留熱除去系ポンプ（最高使用

圧力：3.51MPa，最高使用温度：182℃）を流路として使用する。

系統概要図(第2図)に示すとおり，代替循環冷却系は代替循

環冷却系ポンプでサプレッション・プールの水を循環させる系

統構成となっており，残留熱除去系が機能喪失している前提で

使用する設備であるため，残留熱除去系ポンプは，停止してい

る状態でポンプ内を系統水が流れることとなる。残留熱除去系

ポンプの軸封部はメカニカルシールで構成されており，ポンプ

吐出側から分岐して送水される冷却水（フラッシング水）によ

り温度上昇を抑える設計としている。（第3図） 

ポンプ停止時に系統水が流れる状態においては，通常どおり

メカニカルシールに冷却水（フラッシング水）が送水されない

ことが考えられるため，その際のシール機能への影響について

確認した。 

残留熱除去系ポンプのメカニカルシールは，スプリングによ

って摺動部を押さえつける形でシールする構造となっている。
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（第4図）代替循環冷却系運転時には残留熱除去系ポンプが停

止している状態であるため，通常のポンプ運転時のように冷却

水（フラッシング水）が封水ラインを通じてメカニカルシール

部に通水されないことが想定されるが，上述のとおり，冷却水

（フラッシング水）はメカニカルシールの摺動による温度上昇

を抑えるためのものであり，ポンプが停止している状態では冷

却の必要がなく，特にメカニカルシールの機能に影響はない。 

なお，軸封部及び封水ラインにおいては，代替循環冷却系ポ

ンプ運転時には残留熱除去系ポンプが停止していることから，

ポンプの吐出圧力に相当する圧力がかかることはなく，格納容

器圧力である0.62MPa（2Pd）であるため，軸封部への影響はな

いと考える。 

したがって，代替循環冷却系運転時において軸封部からの系

統水の著しい漏えいはないと考えており，残留熱除去系ポンプ

の最高使用温度以下で通水されることから健全性については

問題ない。 
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第 3 図 残留熱除去系ポンプ 概要図

第 4 図 残留熱除去系ポンプメカニカルシール 構造図
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フラッシング水
摺動部
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(3) シール材の健全性について

代替循環冷却系を使用する場合に，系統内の弁，配管及びポ

ンプのバウンダリに使用されているシール材について高温環

境による影響，放射線影響及び化学種による影響によって材料

が劣化し漏えいが生じる可能性がある。これらの影響について

下記のとおり評価を行った。 

① 高温環境及び放射線による影響

代替循環冷却系は，重大事故時に炉心損傷した状況で系

統を使用することとなる。このため，高温環境下であるこ

と及び系統内を高放射能の流体が流れることから，高温及

び放射線による劣化が懸念される。 

上記に示す部材のうち，配管フランジガスケット及び弁

グランドシールには膨張黒鉛材料もしくはステンレス等

の金属材料が用いられている。これらは，耐熱性があるこ

と，及び無機材料であり高放射線下においても劣化の影響

はないか極めて小さい。このため，これらについては評価

温度である200℃以上の耐熱性を有することに加え，放射

線による影響はついても，耐放射線性能が確認されたシー

ル材を用いることから，シール性能が維持されるものと考

える。

残留熱除去系ポンプのバウンダリを構成する部材（メカ

ニカルシール，ケーシングシール等）のシール材には，エ

チレンプロピレンゴム（ＥＰＤＭ）やフッ素ゴムが用いら

れており，高温環境下での使用による影響及び放射線によ

る影響を受けて劣化することが考えられるため，200℃の
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環境下において７日間の高耐熱性を有し，耐放射線性に優

れた改良ＥＰＤＭ製シール材への取り替えを今後行うこ

とにより，耐熱性及び耐放射線性を確保する。 

また，代替循環冷却系ポンプのバウンダリを構成する部

材（ケーシングシール等）のシール材についても同様に，

耐熱性及び耐放射線性に優れた材料を適用する。 

② 核分裂生成物による化学的影響

炉心損傷時に発生する核分裂生成物の中で化学的な影

響を及ぼす可能性がある物質として，アルカリ金属である

セシウム及びハロゲン元素であるよう素が存在する。この

うち，アルカリ金属のセシウムについては，水中でセシウ

ムイオンとして存在しアルカリ環境の形成に寄与するが，

膨張黒鉛ガスケットや金属ガスケットはアルカリ環境に

おいて劣化の影響はなく，また，ＥＰＤＭについても耐ア

ルカリ性を有する材料であることから，セシウムによるシ

ール機能への化学的影響はないものと考える。

一方，ハロゲン元素のよう素については，無機材料であ

る膨張黒鉛ガスケットや金属ガスケットでは影響がない

が，有機材料であるＥＰＤＭでは影響を生じる可能性があ

る。設備での使用を考慮している改良ＥＰＤＭについては，

電力共同研究により，よう素による影響の確認を行ってお

り，炉心損傷時に想定されるよう素濃度（約450mg/m３）よ

りも高濃度のよう素環境下（約1,000mg/m３）においても，

圧縮永久ひずみ等のシール材としての性状に大きな変化

がないことを確認している。また，ガスケットメーカにお
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いて，よう素に対するＥＰＤＭ材の耐性として，第1表に示

すとおり，5段階評価（ランク1が最も耐性がある）のうち，

ランク2に位置づけられており，よう素に対する耐性があ

るものと考える。

このように，よう素に対する性能が確認された材料を用

いることにより，漏えい等の影響が生じることはないもの

と考える。 

第 1 表 ＥＰＤＭの特性

薬品 耐性ランク

ヨウ素 2 

＜耐性ランクの凡例＞ 
1：動的部分にも使用可能で体積変化率は 10%以内。 
2：動的部分にも条件により使用可能，体積変化率は 20%以内。  

3：静的部分には使用可能，体積変化率は 30%以内。 
4：静的部分には条件により使用可能，体積変化率は 100%以内。  
5：使用できない，体積変化率は 100%以上。  

出典：日本バルカー工業(株 )発行「バルカーハンドブック」より抜粋 

格納容器圧力逃がし装置を使用する際，サプレッショ

ン・プール水の酸性化を防止すること及びサプレッショ

ン・プール水中の核分裂生成物由来のよう素を捕捉するこ

とにより，よう素の放出量の低減を図るため，サプレッシ

ョン・プール水pH制御装置を自主的な取組みとして設ける

計画である。サプレッション・プール水pH制御装置を使用

により，アルカリ薬液である水酸化ナトリウムを格納容器

へ注入することとなるため，アルカリ薬液によるシール性

への影響が懸念されるが，耐アルカリ性を有する改良ＥＰ

ＤＭを使用することにより，格納容器バウンダリのシール

機能には影響はない。 
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4. まとめ

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備（第 50 条）につ

いて，200℃，2Pd の条件における設備の健全性について評価した。 

フィルタベント設備については，200℃，2Pd を系統の設計温度，

設計圧力とするため，設備上の問題はない。

代替循環冷却系については，代替循環冷却系ポンプの最高使用温

度は 77℃であるが，残留熱除去系熱交換器によりサプレッション・

プール水は代替循環冷却系ポンプの最高使用温度を超えないと評価

されている。また，ガスケットやシール材については，黒鉛系ガス

ケット等を用いており，200℃，2Pd の条件下であっても健全性は維

持可能であると評価された。
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